
号 外 ２ 新  潟  県  報 平成29年３月28日(火) 

1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主  要  目  次 

 

規   則 
 11 新潟県情報公開審査会規則の一部を改正する規則（法務文書課） 
 12 事業者が取り扱う個人情報の保護に関する規則の一部を改正する規則（法務文書課） 
 13 新潟県県税規則等の一部を改正する規則（税務課） 
 14 新潟県基幹病院事業財務規則の一部を改正する規則（福祉保健課） 
 15 新潟県障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準を定める条例施行規則を廃止する規則（障

害福祉課） 
 16 新潟県点字図書館規則の一部を改正する規則（障害福祉課） 
 17 新潟県工業技術総合研究所機械器具貸付料規則の一部を改正する規則（産業振興課） 
 18 新潟県産業立地を促進するための県税の特例に関する条例施行規則等の一部を改正する規則（産業立

地課） 
 19 新潟県立職業能力開発校規則の一部を改正する規則（職業能力開発課） 
 20 新潟県屋外広告物条例施行規則の一部を改正する規則（都市政策課） 
 21 新潟県建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律施行細則の一部を改正する規則（建築住宅課） 
 22 新潟県建築基準法施行細則の一部を改正する規則（建築住宅課） 
 23 新潟県収入証紙条例施行規則の一部を改正する規則（出納局管理課） 
告   示 
 368 新潟県工業技術総合研究所機械器具貸付料規則別表中の当該機械器具に要する費用の額等を考慮して

別に定める額の一部改正（産業振興課） 
企業局管理規程 
 ３ 新潟県企業局企業職員勤務規程の一部を改正する規程（企業局総務課） 
人事委員会規則 
６－1797 職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則の一部を改正する規則（人事委員会事務局総務課） 
６－1798 期末手当及び勤勉手当に関する規則の一部を改正する規則（人事委員会事務局総務課） 
 ８－92 職員の勤務時間及び休暇等に関する規則の一部を改正する規則（人事委員会事務局総務課） 
 14－11 職員の育児休業等に関する規則の一部を改正する規則（人事委員会事務局総務課） 
 14－12 非常勤職員の育児休業等に関する規則の一部を改正する規則（人事委員会事務局総務課） 
 

規   則 

  

発 行   新 潟 県 

号  外  ２ 
平成29年３月28日 

毎週火（祝日のときは翌日）、金曜発行 



平成29年３月28日(火) 新  潟  県  報 号 外 ２ 

2 

新潟県情報公開審査会規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

平成29年３月28日 

新潟県知事  米 山  隆 一 

新潟県規則第11号 

新潟県情報公開審査会規則の一部を改正する規則 

新潟県情報公開審査会規則（平成７年新潟県規則第70号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正後の欄中項の表示に下線が引かれた項を加える。 

改 正 後 改 正 前 
  
（部会） 

第４条 （略） 

２・３ （略） 

４ 部会長に事故があるとき又は部会長が欠けたと

きは、当該部会に属する委員のうちから部会長が

あらかじめ指名する者が、その職務を代行する。 

５ 前条の規定は、部会について準用する。この場

合において、同条第１項中「会長」とあるのは「部

会長」と読み替えるものとする。 

（部会） 

第４条 （略） 

２・３ （略） 

  
附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 
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事業者が取り扱う個人情報の保護に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

平成29年３月28日 

新潟県知事  米 山  隆 一 

新潟県規則第12号 

事業者が取り扱う個人情報の保護に関する規則の一部を改正する規則 

事業者が取り扱う個人情報の保護に関する規則（平成11年新潟県規則第15号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中条の表示に下線が引かれた条を削る。 

改 正 後 改 正 前 

   （事業者に対する措置） 

第３条 条例第41条第１項の規定による説明又は資

料の提出の要求、同条第２項の規定による助言及

び同条第３項の規定による是正の勧告は、その理

由その他必要な事項を記載した書面を交付して行

うものとする。 

２ 条例第41条第４項の規定による情報の提供は、

広く県民が知ることができる方法により行うもの

とする。 

 

（意見を述べる機会の付与の方式） 

第４条 条例第41条第４項の規定による意見の陳述

は、知事が口頭ですることを認めたときを除き、

意見を記載した書面（以下「意見書」という｡)を

提出してするものとする。 

２ 前項の意見の陳述をするときは、証拠書類又は

証拠物を提出することができる。 

 

 （意見を述べる機会の付与の通知の方式等） 

第５条 知事は、意見書の提出期限（口頭で意見の

陳述をすることを認めた場合には、その日時）ま

でに相当な期間をおいて、当該事業者に対して、

次の事項を書面により通知するものとする。 

(1) 県民に提供しようとする情報の内容及びその

理由 

(2) 意見書の提出先及び提出期限（口頭で意見の

陳述をすることを認めた場合には、その旨並び

に出頭すべき日時及び場所） 

(3) 証拠書類又は証拠物を提出することができる

旨 

２ 知事は、前項の規定により通知を受けた事業者

がやむを得ない理由により意見書の提出期限の延

長又は口頭による意見の陳述を行うべき日時の変

更を申し出たときは、当該提出期限を延長し、又

は当該日時を変更することができる。 
  

附 則 

 この規則は、平成29年５月30日から施行する。 
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新潟県県税規則等の一部を改正する規則をここに公布する。 

平成29年３月28日 

新潟県知事  米 山  隆 一 

新潟県規則第13号 

新潟県県税規則等の一部を改正する規則 

（新潟県県税規則の一部改正） 

第１条 新潟県県税規則（昭和34年新潟県規則第63号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正部分」という｡)に対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改

正後部分」という｡)が存在する場合には当該改正部分を当該改正後部分に改め、改正部分に対応する改正後部分が存在しない場合には当該改正部分を削り、改正後部

分に対応する改正部分が存在しない場合には当該改正後部分を加える。 

次の表の改正前の欄の表中太線で囲まれた部分（以下この条において「改正表」という｡)に対応する次の表の改正後の欄の表中太線で囲まれた部分（以下この条に

おいて「改正後表」という｡)が存在する場合には当該改正表を当該改正後表に改め、改正表に対応する改正後表が存在しない場合には当該改正表を削り、改正後表に

対応する改正表が存在しない場合には当該改正後表を加える。 

改 正 後 改 正 前 
  
別表（第117条関係） 

文書等の名称 根 拠 条 文 様 式 

（略） 

減免申請書 条例第48条第２項、第70条第

２項（定期に賦課するものに

限る｡)及び第79条第２項 

 

 

 

（略） 

減免申請書 条例第24条第２項、第37条第

２項、第56条の７第２項（同

条第１項第１号及び第２号

に係る自動車の取得 に限

る｡）、第56条の14第２項、第

70条第２項（定期に賦課する

ものを除く｡)及び第94条第

２項 

 

 

（略） 

   

別表（第117条関係） 

文書等の名称 根 拠 条 文 様 式 

（略） 

減免申請書 条例第48条第２項、第70条第

２項（定期に賦課するものに

限る｡)、第72条第２項（普通

徴収の方法によつて徴収され

るものに限る｡）、第73条第２

項及び第79条第２項 

（略） 

減免申請書 条例第24条第２項、第37条第

２項、第56条の７第２項（同

条第１項第３号から第５号

までに係る自動車の取得を除

く｡）、第56条の14第２項、第

70条第２項（定期に賦課する

ものを除く｡）、第72条第２

項（証紙徴収の方法によつて

徴収されるものに限る｡)及び

第94条第２項 

（略） 
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自動車取得税減

免申請書（救急自

動車等減免用） 

（略） （略） 

自動車税減免申

請書（身体障害者

等減免用） 

（略） （略） 

自動車取得税及

び自動車税減免

申請書（身体障害

者等減免用） 

（略） （略） 

自動車税減免申

請書（構造変更車

減免用） 

条例第72条第２項（普通徴収

の方法によつて徴収されるも

のに限る｡） 

別記第50号様式の３ 

自動車取得税及

び自動車税減免

申請書（構造変更

車減免用） 

 

条例第56条の７第２項（同条

第１項第６号及び第７号に

係る自動車の取得に限る｡)

及び第72条第２項（証紙徴収

の方法によつて徴収されるも

のに限る｡) 

別記第50号様式の３の２ 

自動車税減免申

請書（商品中古自

動車減免用） 

条例第73条第２項 別記第50号様式の４ 

スタンプ領収に

よる税務出納員

領収印（県税領収

印） 

第46条 （略） 

（略） 

 

第39号様式の２の３（第117条関係） 
 

自動車税納税証明書 

（継続検査・構造等変更検査用） 

 納税証明印（領収日付印）のないもの、記載事項に訂正のあるもの又は無

効の表示（＊＊＊）のあるものは、納税証明書としての効力はありません。 

自動車取得税減

免申請書 

 

（略） （略） 

自動車税減免申

請書 

 

（略） （略） 

自動車取得税及

び自動車税減免

申請書 

 

（略） （略） 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

  

スタンプ領収に

よる税務出納員

領収印（県税領収

印） 

第45条の２ （略） 

（略） 

 

第39号様式の２の３（第117条関係） 
 

自動車税納税証明書 

（継続検査・構造等変更検査用） 

 領収日付印のないもの又は無効の表示のあるものは、納税証明書としての

効力はありません。 
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（略） 
 

 

第39号様式の２の４（第117条関係） 

自動車税納税証明書（継続検査・構造等変更検査用） 

 （略） 

  記載事項に訂正のあるもの又は無効の表示（＊＊＊）のあるものは、納税証

明書としての効力はありません。 

 （略） 

 

第43号様式（第117条関係） 

新潟県 自動車税納入済通知

書 

新潟県原符兼

払込金受領証 
領収証書 

 

（略） 口座

記号

番号 

 

 

本税

合計 

 

 
 

（略） 

 

 

（略） 

    口座記号

番 号 

   

 （略）     

 （略）        

   本 税      

         

 納

付

者 

         

 
 

 合 計   （略）  
 

  （略）     

 

   

 

納付者 

 

合計 円 

 
  

延滞金 

 

  

  

   （略）     

   

 

第49号様式（第117条関係） 

自動車取得税減免申請書 

（略） 
 

 

第39号様式の２の４（第117条関係） 

自動車税納税証明書（継続検査・構造等変更検査用） 

 （略） 

  記載事項に訂正のあるもの又は無効の表示のあるものは、納税証明書として

の効力はありません。 

 （略） 

 

第43号様式（第117条関係） 

新潟県 自動車税納入済通知

書 

新潟県原符兼

払込金受領証 
領収証書 

 

（略） 
口座 

番号 

 

 
税額 

 

 

 

 

（略） 

 

 

（略） 

    
口座番号 

   

 （略）     

 （略）        

   本 税 額      

         

 
氏

名 

  
加 算 金  

 
   

 
 合計金額  （略）  

   （略）   加算金   

    納付者 住所氏

名 

 合計 円  

  延滞金      

 
 加算金   

    
   （略） 

   

 

第49号様式（第117条関係） 

自動車取得税減免申請書 
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（救急自動車等減免用） 

（略） 

申請者 住所又は所在地           

氏名 又は名称        ㊞  

 （略） 

（略）  

 
住 所 又 は 

所 在 地 
  

 
氏 名 又 は 

名 称 
  

 
住 所 又 は 

所 在 地 
  

 
氏 名 又 は 

名 称 
  

   
 

 
 

 税 額 円  

    

 （略） 

 

第50号様式（第117条関係） 

自動車税減免申請書 

（身体障害者等減免用） 

（略） 

（略）  

 
  年 月 日 

   

  

    

 税 額 （ 年度分）           円  

   

 （略） 

 

 

（略） 

申請者 住所           

氏名        ㊞  

 （略） 

（略）  

 住 所   

 氏 名   

 住 所   

 氏 名   

     

 税 目 自動車取得税 （ 年度分）  

 税 額 円  

    

 （略） 

 

第50号様式（第117条関係） 

自動車税減免申請書 

 

（略） 

（略） 明昭 

大平 
  年 月 日 

   

  

 税 目 自動車税 （ 年度分）  

 税 額 円  

   

 （略） 
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第50号様式の２（第117条関係） 

自動車取得税 

自 動 車 税 減免申請書 

（身体障害者等減免用） 

（略） 

（略）  

 
  年 月 日 

   

  

 （略） 

 

第77号様式の３（第117条関係） 

不動産の取得（特例適用等）申告書 

（略） 

    

住  所 

法人の場合 

所 在 地 

 

 

 

 

 

       

    

氏  名 

法人の場合 

名 称 

 

 

 

    

個人番号 

法人の場合 

法 人 番 号 

 

 

 

         

 

住  所 

法人の場合 

所 在 地 

 

 

 

     

 フリガナ     

 

氏  名 

法人の場合 

名 称 

 

 

 

  

 

 

 

第50号様式の２（第117条関係） 

自動車取得税 

自 動 車 税  減免申請書 

 

（略） 

（略） 明昭 

大平 
  年 月 日 

   

  

 （略） 

 

第77号様式の３（第117条関係） 

不動産の取得（特例適用等）申告書 

（略） 

    
住  所 

（所在地） 

 

 

 

 

 

       

    
氏  名 

（名称） 

 

 

 

    
個人番号又は 

法人番号 

 

 

 

         

 
住  所 

（所在地） 

 

 

 

     

 フリガナ     電

話

番

号 

 
 

氏  名 

（名称） 
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第95号様式（第117条関係） 

自動車税の課税免除承認申請書 

 （略） 

（略） 

 ②巡回検診車、患者輸送車等  

   

 （略） 

 

 

第95号様式（第117条関係） 

自動車税の課税免除承認申請書 

 （略） 

（略） 

 ②巡回診療車、患者輸送車等  

   

 （略） 
  

第２条 新潟県県税規則の一部を次のように改正する。 

 別記第50号様式の２の次に次の３様式を加える。 
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第50号様式の３（第117条関係） 

様

申請者 住所又は所在地

氏名又は名称 ㊞

下記について減免されるよう申請します。

専ら身体障害者等の利用に供する構造変更車のため

注　※印欄は、記入しないこと。

不 承 認 の 理 由

税　　額 （　　　　　　　年度分）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円　　　　　

※
　
決
　
定

減 免 税 額 円　　　　　　

差引き納付すべき額 円　　　　　　

承 認 の 理 由 新潟県県税条例第72条第１項該当

住所又は所
在地

減免申請理由

構造変更
の 内 容

使用
目的

特定の身
体障害者
等の利用
に供する
もの・・

身体障
害者等
（車椅
子使用
者を含
む）・

年　　月　　日

不特定の
身体障害
者等の利
用に供す
るもの・

自動車
を使用
する事
業者・

名称及び所在地

事業内容

住　　所

障害の程度

・申請者に同じ 

氏名又は
名称

・申請者に同じ 
氏名又は

名称
・申請者に同じ 

　↑個人番号の記載に当たつては、左端を空欄とし、ここから記載してください。

登録（車両）番号  新・新潟・長岡 取得年月日 　　　　　年　　　月　　　日（新規・移転）

所
有
者

住所又は所
在地

・申請者に同じ 使
用
者

自動車税減免申請書

（構造変更車減免用）

  　　　　年　　　　月　　　　日 

（電話　　　　　－　　　　　－　　　　　）

個人番号又
は法人番号

身体障害者・療育・戦傷病者・精神障害者保健福祉
手帳所持の

有無
（有・無）

（手帳を所持
している場合
は右欄を記入
してくださ

い）

生年月日

氏　　名 申請者との関係
（リース車等の場合は使用者との関係）

電話番号

障害名

種類
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第50号様式の３の２（第117条関係） 

様

申請者 住所又は所在地

氏名又は名称 ㊞

下記について減免されるよう申請します。

注　※印欄は、記入しないこと。

身体障害者・療育・戦傷病者・精神障害者保健福祉
手帳所持の

有無
（有・無）

（手帳を所持
している場合
は右欄を記入
してくださ

い）

申請者との関係
（リース車等の場合は使用者との関係）

生年月日 年　　月　　日 電話番号

円

使用
目的

特定の身
体障害者
等の利用
に供する
もの・・

身体障
害者等
（車椅
子使用
者を含
む）・

氏　　名

不特定の
身体障害
者等の利
用に供す
るもの・

自動車
を使用
する事
業者・

名称及び所在地

事業内容

住　　所

種類

障害名

障害の程度

円

承 認 の 理 由 新潟県県税条例第56条の７第１項第　　号該当 新潟県県税条例第72条第１項該当

円

差引き納付すべき額 円 円

住所又は所
在地

・申請者に同じ 

※
　
決
　
定

減 免 税 額

不 承 認 の 理 由

　使用目的欄は、減免申請理由が１に該当する場合に限り記入してください。

税　　目 自動車取得税 自動車税（　　年度分）

税　　額 円

取得年月日 　　　　　年　　　月　　　日（新規・移転）

・申請者に同じ 

構造変更
の 内 容

本体取得価額 （Ａ）

構造変更に要した費用 （Ｂ）

取得価額 （Ａ）+（Ｂ）

減免申請理由
　１　専ら身体障害者等の利用に供する構造変更車のため
　２　身体障害者等の利用に供する構造変更車のため

所
有
者

　　　　年　　　　月　　　　日 

自動車取得税
減免申請書

自 動 車 税

（構造変更車減免用）

使
用
者

住所又は所
在地

・申請者に同じ 

氏名又は
名称

・申請者に同じ 
氏名又は

名称

（電話　　　　　－　　　　　－　　　　　）

登録（車両）番号  新・新潟・長岡
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第50号様式の４（第117条関係） 

様

申請者 住所又は所在地

氏名又は名称 ㊞

下記について減免されるよう申請します。

１ 商品中古自動車証明書

２ 古物商許可証の写し

３ 賦課期日後、申請を行う時までに減免を受けようとする自動車を売却等により商品として
所有しないこととなつた場合は、当該事実を証する書類

　

注 ※印欄は、記入しないこと。

自動車税減免申請書

　地方税の滞納処分を受けたことの有無 （　有　・　無　）

　　　　　　年　　　　月　　　　日 

（電話　　　　　－　　　　　－　　　　　）

添
付
書
類

年　　度 　　　　　　　　　　年度 納期限 　　　  　　年  　　　月 　 　　日

減免対象となる
自動車及び年税額

別紙内訳　　　／　　　から　　　／　　　まで

計　　　　　　台　　　　　　　　　　　円

減免申請理由

　↑個人番号の記載に当たつては、左端を空欄とし、ここから記載してください。

　　　  　　年  　　　月 　 　　日

新潟県県税条例第73条第１項の規定による商品中古自動車に該当するため

個人番号又
は法人番号

有の場合、その刑の執行を終わり、若しくは執行を受けることがな
くなつた日又はその通告の旨を履行した日

地方税に関する法令の規定により罰金以上の刑に処せられ、又は法におい
て準用する国税犯則取締法の規定により通告処分（科料に相当する金額に
係る通告処分を除く｡)を受けたことの有無

円　　

円　　

有の場合、当該滞納処分の年月日

※
　
決
　
定

減免税額

差引き納付すべき額

承認の理由

（商品中古自動車減免用）

不承認の理由

新潟県県税条例第73条第１項該当

　　　  　　年  　　　月 　 　　日

（　有　・　無　）
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ｶﾅ

新 新潟 長岡

新 新潟 長岡

新 新潟 長岡

新 新潟 長岡

新 新潟 長岡

新 新潟 長岡

新 新潟 長岡

新 新潟 長岡

新 新潟 長岡

新 新潟 長岡

新 新潟 長岡

新 新潟 長岡

新 新潟 長岡

新 新潟 長岡

新 新潟 長岡

新 新潟 長岡

新 新潟 長岡

新 新潟 長岡

新 新潟 長岡

新 新潟 長岡

新 新潟 長岡

新 新潟 長岡

新 新潟 長岡

新 新潟 長岡

新 新潟 長岡

新 新潟 長岡

新 新潟 長岡

新 新潟 長岡

新 新潟 長岡

新 新潟 長岡

（記入上の注意事項）
１　「登録番号」欄：次の事項を参考に登録番号順に記入してください。

カナ 「カナ」はカタカナで記入してください。
5 0 0 テ 9 7 3 「番号」が４桁でない場合は右詰めで記入してください。

２　「車台番号」欄：当該車両の車台番号の下４桁を記入してください。
 （例）〔ＬＨ２０Ｖ－１２３４５６７〕→「４５６７」

３　「税　　額」欄：税額は、納税通知書に記載されている税額を記入してください。
 なお、抹消等により月割で課税された場合は、年税額と更訂後の税額を併せて記入し、年税
 額には（　）を付してください。
 （例）　年税額39,500円で、５月に抹消した場合の記入例

（3 9 5 0 0）

6 5 0 0

４　（※）　　　欄：「減免額」と「差引き納付すべき税額」欄は記入しないでください。

番　　号

別紙

申 請 者 名 別紙（　　／　　）

車台番号 （※）差引き納付

（円） （円）

税　　額

（※） 減免額

すべき税額　（円）区分 分類番号 番　号 （下４桁）

分類番号

登録番号 税　　額
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第３条 新潟県県税規則の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正部分」という｡)に対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改

正後部分」という｡)が存在する場合には当該改正部分を当該改正後部分に改め、改正部分に対応する改正後部分が存在しない場合には当該改正部分を削り、改正後部分

に対応する改正部分が存在しない場合には当該改正後部分を加える。 

次の表の改正前の欄の表中太線で囲まれた部分（以下この条において「改正表」という｡)に対応する次の表の改正後の欄の表中太線で囲まれた部分（以下この条に

おいて「改正後表」という｡)が存在する場合には当該改正表を当該改正後表に改め、改正表に対応する改正後表が存在しない場合には当該改正表を削る。 

改 正 後 改 正 前 
  
（局長に委任しない知事の権限） 

第５条 条例第６条第１項ただし書に規定する知事が定める事項は、次に掲げる

ものとする。 

(1)～(3) （略） 

(4) 自動車税の環境性能割の賦課 

(5) 自動車税の環境性能割の徴収（条例第58条の規定による証紙徴収の方法に

よる徴収に限る｡) 

(6) 証紙徴収の方法により徴収される自動車税の種別割の賦課徴収 

(7)・(8) （略） 

(9) 条例第66条の規定による自動車税の種別割の税率の特例に係る決定及び告

示 

(10)～(12) （略） 

 

（犯則取締り） 

第６条 法第71条の２、第71条の23、第71条の44、第71条の64、第72条の74、第

73条の42、第74条の31、第98条、第144条の55、第177条の３、第177条の25、第

206条及び第746条第２項の規定による県税に関する犯則事件についての質問、

検査、領置、臨検、捜索、差押え、告発等の犯則取締りについては、その職務

を行う者を知事が指定する。 

 

（自動車税の種別割の第二次納税義務に係る納付義務免除の申告） 

第10条 法第11条の９第３項に規定する申告は、同条第２項に規定する納付義務

免除の適用があるべき自動車税の種別割の納付通知書を受け取つた日の翌日か

ら起算して30日を経過する日までに、申告書に当該自動車の売買契約書、買主

の住所又は居所が不明であることを証する書類及び代金の全部又は一部を受け

取ることができなくなつたことを証する書類を添付して行わなければならない。 

（局長に委任しない知事の権限） 

第５条 条例第６条第１項ただし書に規定する知事が定める事項は、次に掲げる

ものとする。 

(1)～(3) （略） 

(4) 自動車取得税の賦課 

(5) 自動車取得税の徴収（条例第56条の２の規定による証紙徴収の方法による

徴収に限る｡) 

(6) 証紙徴収の方法により徴収される自動車税の賦課徴収 

(7)・(8) （略） 

(9) 条例第60条の規定による自動車税の税率の特例に係る決定及び告示 

 

(10)～(12) （略） 

 

（犯則取締り） 

第６条 法第71条の２、第71条の23、第71条の44、第71条の64、第72条の74、第

73条の42、第74条の31、第98条、第140条、第144条の55、第175条、第206条及

び第746条第２項の規定による県税に関する犯則事件についての質問、検査、領

置、臨検、捜索、差押え、告発等の犯則取締りについては、その職務を行う者

を知事が指定する。 

 

（自動車税の第二次納税義務に係る納付義務免除の申告） 

第10条 法第11条の９第３項に規定する申告は、同条第２項に規定する納付義務

免除の適用があるべき自動車税の納付通知書を受け取つた日の翌日から起算し

て30日を経過する日までに、申告書に当該自動車の売買契約書、買主の住所又

は居所が不明であることを証する書類及び代金の全部又は一部を受け取ること

ができなくなつたことを証する書類を添付して行わなければならない。 
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（納税等の証明書の効力） 

第33条 条例第15条第１項第１号の証明書（口座振替又はクレジットカード納付

の方法により自動車税の種別割を納付したことを証する証明書を除く｡)は、当

該証明書の領収日付印欄に財務規則第196条の規定により知事が指定した指定金

融機関等若しくは郵便局の領収日付印、財務規則第110条の規定による領収印又

は自動車税の種別割を納付したことを証する印の押印されたものについてその

効力を有する。ただし、記載事項に訂正のあるもの又は無効の表示のあるもの

については、この限りでない。    

２ 前項ただし書の規定は、条例第15条第１項第１号の証明書（口座振替又はク

レジットカード納付の方法により自動車税の種別割を納付したことを証する証

明書に限る｡)について準用する。 

 

（還付金等の還付又は充当の通知） 

第42条 知事又は局長は、次に掲げる徴収金を還付する場合又は充当した場合は、

その旨を当該納税者又は特別徴収義務者に通知するものとする。 

  (1)～(3) （略） 

(4) 法第164条第６項及び第165条第２項の規定による自動車税の環境性能割額

及びこれに係る徴収金 

  (5)・(6) （略） 

 

 （証紙の消印） 

第44条の２ 条例第58条前段、第69条第１項前段又は第92条の規定により、証紙

を貼付して申告書の提出があつたときは、知事又は局長の指定する職員は、証

紙消印（新潟県収入証紙条例施行規則（昭和57年新潟県規則第21号。以下「証

紙規則」という｡)第11条第２項の規定により定められた消印）を証紙の彩紋と

申告書にかけて明瞭に押して消印しなければならない。 

 

（納税義務の完了時期等） 

第45条 （略） 

２・３ （略） 

４ 条例第58条後段又は第69条第１項後段の規定により払い込み又は納付する徴

収金に係る納税義務は、当該申告書又は修正申告書が受理されたときに完了す

 

（納税等の証明書の効力） 

第33条 条例第15条第１項第１号の証明書（口座振替又はクレジットカード納付

の方法により自動車税を納付したことを証する証明書を除く｡)は、当該証明書

の領収日付印欄に財務規則第196条の規定により知事が指定した指定金融機関等

若しくは郵便局の領収日付印、財務規則第110条の規定による領収印又は自動車

税を納付したことを証する印の押印されたものについてその効力を有する。た

だし、記載事項に訂正のあるもの又は無効の表示のあるものについては、この

限りでない。    

２ 前項ただし書の規定は、条例第15条第１項第１号の証明書（口座振替又はク

レジットカード納付の方法により自動車税を納付したことを証する証明書に限

る｡)について準用する。 

 

（還付金等の還付又は充当の通知） 

第42条 知事又は局長は、次に掲げる徴収金を還付する場合又は充当した場合は、

その旨を当該納税者又は特別徴収義務者に通知するものとする。 

  (1)～(3) （略） 

(4) 法第125条第６項及び法第126条第１項の規定による自動車取得税額及びこ

れに係る徴収金 

  (5)・(6) （略） 

 

 （証紙の消印） 

第44条の２ 条例第56条の２前段、第63条第１項前段又は第92条の規定により、

証紙をちよう付して申告書の提出があつたときは、知事又は局長の指定する職

員は、証紙消印（新潟県収入証紙条例施行規則（昭和57年新潟県規則第21号。

以下「証紙規則」という｡)第11条第２項の規定により定められた消印）を証紙

の彩紋と申告書にかけて明りように押して消印しなければならない。 

 

（納税義務の完了時期等） 

第45条 （略） 

２・３ （略） 

４ 条例第56条の２後段又は第63条第１項後段の規定により払い込み又は納付す

る徴収金に係る納税義務は、当該申告書又は修正申告書が受理されたときに完
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る。 

 

（証紙代金収納計器取扱者の指定申請等） 

第64条 条例第59条第１項の指定（この条において「取扱者指定」という｡)を受

けようとする者は、申請書を知事に提出しなければならない。この場合には、

当該申請者が証紙代金収納計器の使用につき県に損害を与えた場合における当

該損害に係る債務に関し、連帯保証人２人を立てなければならない。 

２～５ （略） 

 

（譲渡担保財産に係る環境性能割の納税義務の免除の承認等の通知） 

第74条 知事は、法第164条第２項の申告又は同条第６項の申請があつた場合にお

いて、これに対し徴収金の納税義務の免除の承認又は不承認の決定をしたとき

は、申告者又は申請者にその旨を通知するものとする。 

 

（自動車の返還があつた場合の環境性能割の納付義務の免除の承認等の通知） 

第75条 知事は、法第165条第２項の申請があつた場合において、これに対しその

承認又は不承認の決定をしたときは、申請者にその旨を通知するものとする。 

 

（条例第63条第１項第１号又は第２号の期間） 

第76条 条例第63条第１項第１号の規定による知事が定める期間は１月とし、同

項第２号の規定による知事が定める期間は６月とする。 

 

（公益専用自動車の範囲） 

第77条 条例第64条第１項第４号に規定する公益専用自動車として知事が定める

ものは、次の各号のとおりとする。 

  (1)～(3) （略） 

 

（課税免除の承認申請に対する通知） 

第78条 知事又は局長は、条例第64条第２項の申請書が提出された場合において、

これに対しその承認又は不承認の決定をしたときは、申請者にその旨を通知す

るものとする。 

 

（種別割の不均一課税承認申請等） 

了する。 

 

（証紙代金収納計器取扱者の指定申請等） 

第64条 条例第56条の３第１項の指定（この条において「取扱者指定」という｡)

を受けようとする者は、申請書を知事に提出しなければならない。この場合に

は、当該申請者が証紙代金収納計器の使用につき県に損害を与えた場合におけ

る当該損害に係る債務に関し、連帯保証人２人を立てなければならない。 

２～５ （略） 

 

（譲渡担保財産に係る自動車取得税の納税義務の免除の承認等の通知） 

第74条 知事は、法第125条第２項の申告又は同条第６項の申請があつた場合にお

いて、これに対し徴収金の納税義務の免除の承認又は不承認の決定をしたとき

は、申告者又は申請者にその旨を通知するものとする。 

 

（自動車の返還があつた場合の自動車取得税の納付義務の免除の承認等の通知） 

第75条 知事は、法第126条第１項の申請があつた場合において、これに対しその

承認又は不承認の決定をしたときは、申請者にその旨を通知するものとする。 

 

（条例第56条の７第１項第１号又は第２号の期間） 

第76条 条例第56条の７第１項第１号の規定による知事が定める期間は１月とし、

同項第２号の規定による知事が定める期間は６月とする。 

 

（公益専用自動車の範囲） 

第77条 条例第57条第１項第４号に規定する公益専用自動車として知事が定める

ものは、次の各号のとおりとする。 

  (1)～(3) （略） 

 

（課税免除の承認申請に対する通知） 

第78条 知事又は局長は、条例第57条第２項の申請書が提出された場合において、

これに対しその承認又は不承認の決定をしたときは、申請者にその旨を通知す

るものとする。 

 

（自動車税の不均一課税承認申請等） 



 

 

号
 
外
 
２
 

新
 
 
潟

 
 
県

 
 
報

 
平
成
2
9
年

３
月
2
8
日
(
火
)
 

1
7 

第79条 条例第67条第２項の規定による申請の期限は、次のとおりとする。 

  (1) （略） 

(2) 賦課期日後において所有することとなつた自動車については、条例第70条

第１項の規定による申告書を提出するとき。 

２ 知事又は局長は、条例第67条第２項の申請書が提出された場合において、こ

れに対しその承認又は不承認の決定をしたときは、その旨を申請者に通知する

ものとする。 

 

（種別割に関する報告） 

第80条 条例第71条に規定する報告は、当該報告に係る請求の文書を受け取つた

日の翌日から起算して30日を経過する日までにしなければならない。 

 

（中古自動車販売業者に係る自動車税（種別割）減免申請書の添付書類） 

第81条 条例第74条の２第２項に規定する申請書に添付する書類は、次に掲げる

とおりとする。 

  (1)・(2) （略） 

  (3) 種別割の賦課期日後、申請を行う時までに減免を受けようとする自動車を

売却等により商品として所有しないこととなつた場合は、当該事実を証する

書類 

２ （略） 

 

別表（第117条関係） 

文書等の名称 根 拠 条 文 様 式 

（略） 

自動車税（種別

割）の第二次納税

義務に係る納付

義務免除の申告

書 

（略） （略） 

（略） 

自動車税（種別

割）納税証明書

（一般の場合） 

（略） （略） 

第79条 条例第61条第２項の規定による申請の期限は、次のとおりとする。 

  (1) （略） 

(2) 賦課期日後において所有することとなつた自動車については、条例第68条

第１項の規定による申告書を提出するとき。 

２ 知事又は局長は、条例第61条第２項の申請書が提出された場合において、こ

れに対しその承認又は不承認の決定をしたときは、その旨を申請者に通知する

ものとする。 

 

（自動車税に関する報告） 

第80条 条例第69条に規定する報告は、当該報告に係る請求の文書を受け取つた

日の翌日から起算して30日を経過する日までにしなければならない。 

 

（中古自動車販売業者に係る自動車税減免申請書の添付書類） 

第81条 条例第73条第２項に規定する申請書に添付する書類は、次に掲げるとお

りとする。 

  (1)・(2) （略） 

  (3) 自動車税の賦課期日後、申請を行う時までに減免を受けようとする自動車

を売却等により商品として所有しないこととなつた場合は、当該事実を証す

る書類 

２ （略） 

 

別表（第117条関係） 

文書等の名称 根 拠 条 文 様 式 

（略） 

自動車税の第二

次納税義務に係

る納付義務免除

の申告書 

 

（略） （略） 

（略） 

自動車税納税証

明書（一般の場

合） 

（略） （略） 
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自動車税（種別

割）納税証明書

（口座振替又は

クレジットカー

ド納付の方法に

より納付したこ

とを証する場合） 

（略） （略） 

自動車税（種別

割）納税証明印

（一般用） 

（略） （略） 

自動車税（種別

割）納税証明印

（証紙徴収時用） 

（略） （略） 

（略） 

納付（納入）書（自

動車税（種別割）

納税通知書用） 

（略） （略） 

（略） 

減免申請書 条例第48条第２項、第72条第

２項（定期に賦課するものに

限る｡)及び第79条第２項 

（略） 

減免申請書 条例第24条第２項、第37条第

２項、第63条第２項（同条第

１項第１号及び第２号に係

る自動車の取得に限る｡）、第

56条の14第２項、第72条第２

項（定期に賦課するものを除

く｡)及び第94条第２項 

 

（略） 

自動車税（環境性

能割）減免申請書

（救急自動車等

減免用） 

条例第63条第２項（同条第１

項第３号に係る自動車の取

得に限る｡) 

（略） 

自動車税納税証

明書（口座振替又

はクレジットカ

ード納付の方法

により納付した

ことを証する場

合） 

（略） （略） 

自動車税納税証

明印（一般用） 

 

（略） （略） 

自動車税納税証

明印（証紙徴収時

用） 

（略） （略） 

（略） 

納付（納入）書（自

動車税納税通知

書用） 

（略） （略） 

（略） 

減免申請書 条例第48条第２項、第70条第

２項（定期に賦課するものに

限る｡)及び第79条第２項 

（略） 

減免申請書 

 

 

 

 

 

 

 

条例第24条第２項、第37条第

２項、第56条の７第２項（同

条第１項第１号及び第２号

に係る自動車の取得に限

る｡）、第56条の14第２項、第

70条第２項（定期に賦課する

ものを除く｡)及び第94条第

２項 

（略） 

自動車取得税減

免申請書（救急自

動車等減免用） 

 

条例第56条の７第２項（同条

第１項第３号及び第４号に

係る自動車の取得に限る｡) 

（略） 
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自動車税（種別

割）減免申請書

（身体障害者等

減免用） 

条例第73条第２項（普通徴収

の方法によつて徴収されるも

のに限る｡) 

（略） 

自動車税（環境性

能割・種別割）減

免申請書（身体障

害者等減免用） 

条例第63条第２項（同条第１

項第４号に係る自動車の取

得に限る｡)及び第73条第２

項（証紙徴収の方法によつて

徴収されるものに限る｡) 

（略） 

自動車税（種別

割）減免申請書

（構造変更車減

免用） 

条例第74条第２項（普通徴収

の方法によつて徴収されるも

のに限る｡) 

（略） 

自動車税（環境性

能割・種別割）減

免申請書（構造変

更車減免用） 

条例第63条第２項（同条第１

項第５号及び第６号に係る

自動車の取得に限る｡)及び

第74条第２項（証紙徴収の方

法によつて徴収されるものに

限る｡) 

（略） 

自動車税（種別

割）減免申請書

（商品中古自動

車減免用） 

条例第74条の２第２項 （略） 

（略） 

証紙代金収納計

器に付する印の

印影 

条例第58条 （略） 

（略） 

譲渡担保財産に

係る自動車の取

得申告書 

法第164条第２項 （略） 

   
譲渡担保財産に

係る自動車税（環

法第164条第６項 （略） 

自動車税減免申

請書（身体障害者

等減免用） 

 

条例第71条第２項（普通徴収

の方法によつて徴収されるも

のに限る｡) 

（略） 

自動車取得税及

び自動車税減免

申請書（身体障害

者等減免用） 

条例第56条の７第２項（同条

第１項第５号に係る自動車

の取得に限る｡)及び第71条

第２項（証紙徴収の方法によ

つて徴収されるものに限る｡） 

（略） 

自動車税減免申

請書（構造変更車

減免用） 

 

条例第72条第２項（普通徴収

の方法によつて徴収されるも

のに限る｡) 

（略） 

自動車取得税及

び自動車税減免

申請書（構造変更

車減免用） 

条例第56条の７第２項（同条

第１項第６号及び第７号に

係る自動車の取得に限る｡)

及び第72条第２項（証紙徴収

の方法によつて徴収されるも

のに限る｡) 

（略） 

自動車税減免申

請書（商品中古自

動車減免用） 

 

条例第73条第２項 （略） 

（略） 

証紙代金収納計

器に付する印の

印影 

条例第56条の２ （略） 

（略） 

譲渡担保財産に

係る自動車の取

得申告書 

法第125条第２項 （略） 

   
譲渡担保財産に

係る自動車取得

法第125条第６項 （略） 
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境性能割）の納税

義務免除（還付）

申請書 
   
自動車の返還に

よる自動車税（環

境性能割）の還付

申請書 

法第165条第２項 （略） 

自動車税（種別

割）の課税免除承

認申請書 

条例第64条第２項 （略） 

自動車税（種別

割）の不均一課税

承認申請書 

条例第67条第２項 （略） 

積雪により自動

車を運行できな

い期間の届出書 

条例第66条第２項 （略） 

所有権留保付自

動車の買主の住

所（居所）等に関

する報告書 

条例第71条 （略） 

（略） 

 

第４号様式の２（第117条関係） 

自動車税（種別割）の第二次納税義務に係る納付義務免除の申告書 

（略）  

納付義務免除の申告 

に係る自動車税（種

別割） 

 

 

  

（略） 

 

第39号様式の２の３（第117条関係） 
 

自動車税（種別割）納税証明書 

税の納税義務免

除（還付）申請書 

 
   
自動車の返還に

よる自動車取得

税の納付義務免

除（還付）申請書 

法第126条第１項 （略） 

自動車税の課税

免除承認申請書 

 

条例第57条第２項 （略） 

自動車税の不均

一課税承認申請

書 

条例第61条第２項 （略） 

積雪により自動

車を運行できな

い期間の届出書 

条例第60条第２項 （略） 

所有権留保付自

動車の買主の住

所（居所）等に関

する報告書 

条例第69条 （略） 

（略） 

 

第４号様式の２（第117条関係） 

自動車税の第二次納税義務に係る納付義務免除の申告書 

（略）  

納付義務免除の申告 

に係る自動車税 

 

 

 

  

 （略） 

 

第39号様式の２の３（第117条関係） 
 

自動車税納税証明書 
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（継続検査・構造等変更検査用） 

（略） 

 

第39号様式の２の４（第117条関係） 

自動車税（種別割）納税証明書（継続検査・構造等変更検査用） 

 （略） 

 

第41号様式（第117条関係） 

 （略） 

（略）  （略）  （略） 

 
 

 
  

 

 
   

      

 

 
       

     

（略） 

 

 

 

・自動車

税（種

別割） 

（略） 

  

（略） 

 

 

 

・自動車

税（種

別割） 

（略） 

  

（略） 

 

 

 

・自動車

税（種

別割） 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年 月 

 日 

  

 

年 月 

 日 

  

 

年 月 

 日 

     

 

第43号様式（第117条関係） 

新潟県 自動車税（種別割）納入

済通知書  
（略） （略） 自動車税（種別割） 

（継続検査・構造等変更検査用） 

（略） 

 

第39号様式の２の４（第117条関係） 

自動車税納税証明書（継続検査・構造等変更検査用） 

 （略） 

 

第41号様式（第117条関係） 

 （略） 

（略）  （略）  （略） 

平 

成 

 

 
 

平 

成 

 

 
 

平

成 
 

      

平

成 
  

平

成 
  ４  

     

（略） 

・特別地

方消費

税 

・自動車

税 

 

（略） 

  

（略） 

・特別地

方消費

税 

・自動車

税 

 

（略） 

  

（略） 

・特別地

方消費

税 

・自動車

税 

 

（略） 

 

 

平成 

年 月 

 日 

  

平成 

年 月 

 日 

  

平成 

年 月 

 日 

     

 

第43号様式（第117条関係） 

新潟県 自動車税納入済通知書 

 
（略） （略） 自動車税 



 

 

平
成
2
9
年
３
月
2
8
日
(
火
)
 

新
 
 
潟

 
 
県

 
 
報
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（略）  

 

第49号様式（第117条関係） 

自動車税（環境性能割）減免申請書 

（救急自動車等減免用） 

 （略） 

（略）   

  新潟県県税条例第63条第１項第３号該当 

    

 

第50号様式（第117条関係） 

自動車税（種別割）減免申請書 

（身体障害者等減免用） 

（略） 

（略） 

 新潟県県税条例第73条第１項該当 

 

 （略） 

 

第50号様式の２（第117条関係） 

 

自動車税（環境性能割・種別割）減免申請書 

（身体障害者等減免用） 

（略） 

 （略） 自動車税（環境性能割） 自動車税（種別割)( 年度分）  

   

  

 

（略） 

 
新潟県県税条例第63条第１項第

４号該当 

新潟県県税条例第73条第１項該

当 

 

（略） 

（略）  

 

第49号様式（第117条関係） 

自動車取得税減免申請書 

（救急自動車等減免用） 

 （略） 

（略）   

  新潟県県税条例第56条の７第１項第 号該当 

    

 

第50号様式（第117条関係） 

自動車税減免申請書 

（身体障害者等減免用） 

 （略） 

（略） 

 新潟県県税条例第71条第１項該当 

 

 （略） 

 

第50号様式の２（第117条関係） 

自動車取得税 

自 動 車 税  減免申請書 

（身体障害者等減免用） 

（略） 

 （略） 自動車取得税 自動車税（ 年度分）  

   

  

 

（略） 

 
新潟県県税条例第56条の７第１項第

５号該当 

新潟県県税条例第71条第１項該

当 

 

 （略） 



 

 

号
 
外
 
２
 

新
 
 
潟

 
 
県

 
 
報

 
平
成
2
9
年

３
月
2
8
日
(
火
)
 

2
3 

 

第50号様式の３（第117条関係） 

自動車税（種別割）減免申請書 

（構造変更車減免用） 

 （略） 

（略） 

 新潟県県税条例第74条第１項該当 

 

 （略） 

 

第50号様式の３の２（第117条関係） 

  

自動車税（環境性能割・種別割）減免申請書 

（構造変更車減免用） 

（略） 

 （略） 自動車税（環境性能割） 自動車税（種別割)( 年度分）  

   

  

 

（略） 

 
新潟県県税条例第63条第１項第 

 号該当 

新潟県県税条例第74条第１項該

当 

 

 （略） 

 

第50号様式の４（第117条関係） 

自動車税（種別割）減免申請書 

（商品中古自動車減免用） 

（略） 

 （略）  
    

  
新潟県県税条例第74条の２第１項の規定による商品中古自動車

に該当するため 
 

    

 

第50号様式の３（第117条関係） 

自動車税減免申請書 

（構造変更車減免用） 

 （略） 

（略） 

 新潟県県税条例第72条第１項該当 

 

 （略） 

 

第50号様式の３の２（第117条関係） 

自動車取得税 

自 動 車 税  減免申請書 

（構造変更車減免用） 

（略） 

 （略） 自動車取得税 自動車税（ 年度分）  

   

  

 

（略） 

 
新潟県県税条例第56条の７第１

項第 号該当 

新潟県県税条例第72条第１項該

当 

 

 （略） 

 

第50号様式の４（第117条関係） 

自動車税減免申請書 

（商品中古自動車減免用） 

（略） 

 （略）  
    

  
新潟県県税条例第73条第１項の規定による商品中古自動車に該

当するため 
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（略）  

 新潟県県税条例第74条の２第１項該当 

 

 （略） 

 

第92号様式（第117条関係） 

譲渡担保財産に係る自動車の取得申告書 

（略） （住所又は所在地） 

 （氏名又は名称）       ㊞ 

 下記のとおり取得した自動車

は、地方税法第164条の規定に該

当する譲渡担保財産であること

を申告します。 

 （住所又は所在地） 

（氏名又は名称） 

 

 ご注意 

  １ （略） 

 ２ この申告書は、自動車税（環境性能割）申告書と同時に提出してくださ

い。 

（略） 

 

第93号様式（第117条関係） 

 譲渡担保財産に係る自動車税（環境性能割）の納税義務免除（還付）申請書 

（略） （住所又は所在地） 

 （氏名又は名称）       ㊞ 

 地方税法第164条の規定により自動車税の環境性能割の納税義務免除（還

付）を申請します。 

（略） 

 （住所又は所在地） 

 （氏名又は名称） 

（略） 

 

  

 

（略）  

 新潟県県税条例第73条第１項該当 

 

 （略） 

 

第92号様式（第117条関係） 

譲渡担保財産に係る自動車の取得申告書 

（略） （住所） 

 （氏名）           ㊞ 

 下記のとおり取得した自動車

は、地方税法第125条の規定に該

当する譲渡担保財産であること

を申告します。 

 （住所） 

（氏名） 

 

 ご注意 

  １ （略） 

  ２ この申告書は、自動車取得税申告書と同時に提出してください。 

 

（略） 

 

第93号様式（第117条関係） 

譲渡担保財産に係る自動車取得税の納税義務免除（還付）申請書 

（略） （住所） 

 （氏名）           ㊞ 

 地方税法第125条の規定により自動車取得税の納税義務免除（還付）を申

請します。 

（略） 

 （住所） 

 （氏名） 

（略） 
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第94号様式（第117条関係） 

自動車の返還による自動車税（環境性能割）の還付申請書 

 （略） 

申請者 住所又は所在地           

氏名 又は名称        ㊞  

 （略） 

  地方税法第165条の規定により、自動車税の環境性能割の還付を申請します。 

 

（略） 

自動車税（環境性能割）納付額  

   

  住所又は所在地  

  氏名又は名称  

  

  

 

 

 

 （略） 

 

第95号様式（第117条関係） 

自動車税（種別割）の課税免除承認申請書 

 （略） 

申請者 住所又は所在地           

氏名 又は名称        ㊞  

（略） 

 新潟県県税条例第64条の規定により、下記のとおり課税免除の承認を申請し

ます。 

記 

（略）  

 
住 所 又 は 

所 在 地 
  

第94号様式（第117条関係） 

自動車の返還による自動車取得税の納付義務免除（還付）申請書 

 （略） 

申請者 住所           

氏名        ㊞  

 （略） 

  地方税法第126条の規定により、自動車取得税の納付義務免除（還付）を申請

します。 

（略） 

自動車取得税納付額  

   

  住所  

  氏名  

  

  

決 

定 

自動車取得税の納付義務を免除 
する。 

しない。 

不承認の理由  

 （略） 

 

第95号様式（第117条関係） 

自動車税の課税免除承認申請書 

 （略） 

申請者 住所           

氏名        ㊞  

（略） 

 新潟県県税条例第57条の規定により、下記のとおり課税免除の承認を申請し

ます。 

記 

（略）  

 

 
住 所   
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氏 名 又 は 

名 称 
  

 
住 所 又 は 

所 在 地 
  

 
氏 名 又 は 

名 称 
  

    

   条例第64条第１項第２号 

   条例第64条第１項第３号 

   
条例第64条第１項第４号、規

則第77条第１号 

   
条例第64条第１項第４号、規

則第77条第２号 

   
条例第64条第１項第４号、規

則第77条第３号 

    

    

（略）   

  新潟県県税条例第64条第１項第 号該当 

    

 

第96号様式（第117条関係） 

自動車税（種別割）の不均一課税承認申請書 

 （略） 

申請者 住所又は所在地           

氏名 又は名称        ㊞  

 （略） 

  新潟県県税条例第67条の規定により、下記のとおり不均一課税の承認を申請

します。 

記 

（略）  

 
住 所 又 は 

所 在 地 
  

 

 
氏 名   

 

 
住 所   

 

 
氏 名   

    

   条例第57条第１項第２号 

   条例第57条第１項第３号 

   
条例第57条第１項第４号、規

則第77条第１号 

   
条例第57条第１項第４号、規

則第77条第２号 

   
条例第57条第１項第４号、規

則第77条第３号 

    

    

（略）   

  新潟県県税条例第57条第１項第 号該当 

    

 

第96号様式（第117条関係） 

自動車税の不均一課税承認申請書 

 （略） 

申請者 住所           

氏名        ㊞  

 （略） 

  新潟県県税条例第61条の規定により、下記のとおり不均一課税の承認を申請

します。 

記 

（略）  

 

 
住 所   
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氏 名 又 は 

名 称 
  

 
住 所 又 は 

所 在 地 
  

 
氏 名 又 は 

名 称 
  

    

    

（略）   

  新潟県県税条例第67条第１項第 号該当 

    

 

第97号様式（第117条関係） 

積雪により自動車を運行できない期間の届出書 

（略）   

 
住所又は 

所 在 地 
 

 
氏名又は 

名 称 
 

 
住所又は 

所 在 地 
 

 
氏名又は 

名 称 
 

   

 上記のとおり、新潟県県税条例第66条第２項の規定により届け出ます。 

（略） 

 （略） 

 

第98号様式（第117条関係） 

所有権留保付自動車の買主の住所（居所）等に関する報告書  

（略） 

 新潟県県税条例第71条の規定により報告します。 

 

 

 
氏 名   

 

 
住 所   

 

 
氏 名   

    

    

（略）   

  新潟県県税条例第61条第１項第 号該当 

    

 

第97号様式（第117条関係） 

積雪により自動車を運行できない期間の届出書 

（略）   

 

 
住 所  

 

 
氏 名  

 

 
住 所  

 

 
氏 名  

   

 上記のとおり、新潟県県税条例第60条第２項の規定により届け出ます。 

（略） 

 （略） 

 

第98号様式（第117条関係） 

所有権留保付自動車の買主の住所（居所）等に関する報告書 

（略） 

 新潟県県税条例第69条の規定により報告します。 
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（略） 

（略） 

（略） 

 （略） 
  

第４条 新潟県県税規則の一部を次のように改正する。 

 別記第39号様式の２の５及び別記第39号様式の２の６を次のように改める。 
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第39号様式の２の５（第117条関係） 

 

 

 第39号様式の２の６（第117条関係） 
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（新潟県営住宅条例施行規則の一部改正） 

第５条 新潟県営住宅条例施行規則（昭和40年新潟県規則第38号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正後の欄中下線が引かれた部分を加える。 

改 正 後 改 正 前 
  
（使用料の減免又は徴収猶予の対象者及び申請） 

第36条 条例第56条第２項の規定により、駐車場使用料の減免又は徴収の猶予を

することができる場合は、駐車場使用者が自動車税の種別割又は軽自動車税の

種別割の減免を受けている場合とする。 

２・３ （略） 

 

第44号様式（第36条関係） 

県営住宅駐車場使用料減免（徴収猶予）申請書 

 （略） 

 添付書類 自動車税の種別割又は軽自動車税の種別割の減免を受けていること

を証する書類 

（使用料の減免又は徴収猶予の対象者及び申請） 

第36条 条例第56条第２項の規定により、駐車場使用料の減免又は徴収の猶予を

することができる場合は、駐車場使用者が自動車税又は軽自動車税の減免を受

けている場合とする。 

２・３ （略） 

 

第44号様式（第36条関係） 

県営住宅駐車場使用料減免（徴収猶予）申請書 

 （略） 

 添付書類 自動車税又は軽自動車税の減免を受けていることを証する書類 

  
（新潟県特定非営利活動法人を支援するための県税の特例に関する条例施行規則の一部改正） 

第６条 新潟県特定非営利活動法人を支援するための県税の特例に関する条例施行規則（平成16年新潟県規則第９号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正部分」という｡)を当該改正部分に対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。 

改 正 後 改 正 前 
  
（自動車税の環境性能割の課税免除の申請） 

第４条 条例第４条の規定により自動車税の環境性能割の免除を受けようとする

特定非営利活動法人は、法第160条第１項の規定による申告書を提出する時又は

日までに、別記第３号様式による自動車税（環境性能割）課税免除申請書を知

事に提出しなければならない。 

 

第３号様式（第４条関係） 

自動車税（環境性能割）課税免除申請書 

 （略） 

 新潟県特定非営利活動法人を支援するための県税の特例に関する条例施行規

則第４条の規定により、自動車税の環境性能割の課税免除を申請します。 

 （略） 

（自動車取得税の課税免除の申請） 

第４条 条例第４条の規定により自動車取得税の免除を受けようとする特定非営

利活動法人は、法第122条第１項の規定による申告書を提出する時又は日までに、

別記第３号様式による自動車取得税課税免除申請書を知事に提出しなければな

らない。 

 

第３号様式（第４条関係） 

自動車取得税課税免除申請書 

 （略） 

 新潟県特定非営利活動法人を支援するための県税の特例に関する条例施行規

則第４条の規定により、自動車取得税の課税免除を申請します。 

 （略） 
  
附 則 

この規則は、平成31年10月１日から施行する。ただし、第１条及び第２条の規定は、平成29年４月１日から施行する。
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新潟県基幹病院事業財務規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

平成29年３月28日 

新潟県知事  米 山  隆 一 

新潟県規則第14号 

新潟県基幹病院事業財務規則の一部を改正する規則 

新潟県基幹病院事業財務規則（平成21年新潟県規則第56号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正後の欄中号の表示に下線が引かれた号（以下「移動後号」という｡)に対応する同表の改正前の欄

中号の表示に下線が引かれた号（以下「移動号」という｡)が存在する場合には当該移動号を当該移動後号とし、

移動後号に対応する移動号が存在しない場合には当該移動後号を加える。 

改 正 後 改 正 前 

（報告セグメントの区分） 

第146条の２ 報告セグメント（地方公営企業法施

行規則（昭和27年総理府令第73号）第40条第１項

に規定する報告セグメントをいう｡)の区分は、次

に掲げるとおりとする。 

(1)・(2) （略） 

(3) 燕労災病院 

(4) （略） 

（報告セグメントの区分） 

第146条の２ 報告セグメント（地方公営企業法施

行規則（昭和27年総理府令第73号）第40条第１項

に規定する報告セグメントをいう｡)の区分は、次

に掲げるとおりとする。 

(1)・(2) （略） 

 

(3) （略） 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

 

新潟県障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準を定める条例施行規則を廃止する規則をここに公布

する。 

平成29年３月28日 

新潟県知事  米 山  隆 一 

新潟県規則第15号 

新潟県障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準を定める条例施行規則を廃止する規則 

新潟県障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準を定める条例施行規則（平成25年新潟県規則第10号）

は、廃止する。 

   附 則 

 この規則は、平成29年４月１日から施行する。 
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 新潟県点字図書館規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

平成29年３月28日 

新潟県知事  米 山  隆 一 

新潟県規則第16号 

新潟県点字図書館規則の一部を改正する規則 

新潟県点字図書館規則（昭和39年新潟県規則第33号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下「改正部分」という｡)を当該改正部分に対応する同表の改正

後の欄中下線が引かれた部分に改める。 

改 正 後 改 正 前 
  
   新潟県視覚障害者情報センター規則 

 

 （趣旨） 

第１条 この規則は、新潟県視覚障害者情報センタ

ー条例（昭和39年新潟県条例第12号。以下「条例」

という｡)の施行に伴い、新潟県視覚障害者情報セ

ンター（以下「センター」という｡)の管理に関し

必要な事項を定めるものとする。 

 

 （貸出文庫） 

第４条 貸出文庫は、視覚障害者である児童又は生

徒に対する教育を行う特別支援学校、視覚障害者

団体その他視覚障害者の利用に供する施設に貸出

しするものとする。 

 

 （寄贈） 

第８条 センターに点字刊行物等を寄贈しようとす

る者は、寄贈申込書（別記第２号様式）を知事に

提出しなければならない。 

 

 （委託方法） 

第11条 一般の利用に供する目的をもつて、センタ

ーに点字刊行物等を委託しようとする者は、委託

申込書（別記第３号様式）に現品を添え、知事の

承認を受けなければならない。ただし、県から委

託を依頼した場合は、この限りでない。 

 

 （委託品の返還） 

第14条 委託品は、委託者の請求又はセンターの都

合により、委託期間中においても返還することが

できる。 

 

 （指定管理者による管理） 

第17条 条例第７条第１項の規定により同項の指定

管理者（以下「指定管理者」という｡)にセンター

の管理を行わせる場合（以下「指定管理者による

管理の場合」という｡)における第２条、第６条か

ら第８条まで、第11条及び第12条の規定の適用に

ついては、これらの規定中「知事」とあるのは､｢指

定管理者」とする。 

２ （略） 

   新潟県点字図書館規則 

 

 （趣旨） 

第１条 この規則は、新潟県点字図書館条例（昭和

39年新潟県条例第12号。以下「条例」という｡)の

施行に伴い、新潟県点字図書館（以下「図書館」

という｡)の管理に関し必要な事項を定めるものと

する。 

 

 （貸出文庫） 

第４条 貸出文庫は、視覚障害者である児童又は生

徒に対する教育を行う特別支援学校、視覚障害者

団体及び点字図書館に貸出しするものとする。 

 

 

 （寄贈） 

第８条 図書館に点字刊行物等を寄贈しようとする

者は、寄贈申込書（別記第２号様式）を知事に提

出しなければならない。 

 

 （委託方法） 

第11条 一般の利用に供する目的をもつて、図書館

に点字刊行物等を委託しようとする者は、委託申

込書（別記第３号様式）に現品を添え、知事の承

認を受けなければならない。ただし、県から委託

を依頼した場合は、この限りでない。 

 

 （委託品の返還） 

第14条 委託品は、委託者の請求又は図書館の都合

により、委託期間中においても返還することがで

きる。 

 

 （指定管理者による管理） 

第17条 条例第７条第１項の規定により同項の指定

管理者（以下「指定管理者」という｡)に図書館の

管理を行わせる場合（以下「指定管理者による管

理の場合」という｡)における第２条、第６条から

第８条まで、第11条及び第12条の規定の適用につ

いては、これらの規定中「知事」とあるのは､｢指

定管理者」とする。 

２ （略） 
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 （指定管理者の指定の申請） 

第18条 条例第９条第１項の規定による申請は、指

定管理者指定申請書（別記第４号様式）に次に掲

げる書類を添えて、行わなければならない。 

(1) センターの管理の業務に関する事業計画書 

(2)～(4) （略） 

 

 （管理の細則） 

第19条 条例及びこの規則に定めるもののほか、セ

ンターの管理に関し必要な事項は、知事がセンタ

ーの管理を行う場合は知事が、指定管理者による

管理の場合はあらかじめ知事の承認を得て指定管

理者が定める。 

 

第４号様式（第18条関係） 

指定管理者指定申請書 

 （略） 

新潟県視覚障害者情報センターの指定管理者の

指定を受けたいので、新潟県視覚障害者情報セン

ター条例第９条第１項の規定により、関係書類を

添えて申請します。 

 （略） 

 

 （指定管理者の指定の申請） 

第18条 条例第９条第１項の規定による申請は、指

定管理者指定申請書（別記第４号様式）に次に掲

げる書類を添えて、行わなければならない。 

(1) 図書館の管理の業務に関する事業計画書 

(2)～(4) （略） 

 

 （管理の細則） 

第19条 条例及びこの規則に定めるもののほか、図

書館の管理に関し必要な事項は、知事が図書館の

管理を行う場合は知事が、指定管理者による管理

の場合はあらかじめ知事の承認を得て指定管理者

が定める。 

 

第４号様式（第18条関係） 

指定管理者指定申請書 

 （略） 

新潟県点字図書館の指定管理者の指定を受けた

いので、新潟県点字図書館条例第９条第１項の規

定により、関係書類を添えて申請します。 

 

 （略） 
  

   附 則 

 この規則は、平成29年４月１日から施行する。 

 

新潟県工業技術総合研究所機械器具貸付料規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

平成29年３月28日 

新潟県知事  米 山  隆 一 

新潟県規則第17号 

新潟県工業技術総合研究所機械器具貸付料規則の一部を改正する規則 

新潟県工業技術総合研究所機械器具貸付料規則（昭和48年新潟県規則第17号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正後の欄中別表の号の表示に下線が引かれた別表の号を加える。 

改 正 後 改 正 前 

  別表（第４条関係） 

機  械  器  具 

（略） 

３ 測定試験機器 

(1)～(148) （略） 

(149) マイクロフォーカスＸ線ＣＴ装置 

（略） 
 
 備考 （略） 

別表（第４条関係） 

機  械  器  具 

（略） 

３ 測定試験機器 

(1)～(148) （略） 

 

（略） 
 
 備考 （略） 

  附 則 

 この規則は、平成29年４月１日から施行する。 
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新潟県産業立地を促進するための県税の特例に関する条例施行規則等の一部を改正する規則をここに公布する。 

平成29年３月28日 

新潟県知事  米 山  隆 一 

新潟県規則第18号 

新潟県産業立地を促進するための県税の特例に関する条例施行規則等の一部を改正する規則 

（新潟県産業立地を促進するための県税の特例に関する条例施行規則の一部改正） 

第１条 新潟県産業立地を促進するための県税の特例に関する条例施行規則（平成15年新潟県規則第43号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正後の欄中号の細目の表示に下線が引かれた号の細目（以下この条において「追加号細目」という｡)を加える。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正部分」という｡)に対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分（号の細目の表示及び追加

号細目を除く。以下この条において「改正後部分」という｡)が存在する場合には当該改正部分を当該改正後部分に改め、改正部分に対応する改正後部分が存在しない場

合には当該改正部分を削り、改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には当該改正後部分を加える。 

次の表の改正前の欄の表中太線で囲まれた部分（以下この条において「改正表」という｡)を当該改正表に対応する次の表の改正後の欄の表中太線で囲まれた部分に改

める。 

改 正 後 改 正 前 
  
（産業立地促進地域） 

第２条 条例第２条第１項の規則で定める県有地及び規則で定める一定の地域は、

県又は市町村が産業の立地を促進しようとする地域であって、次の各号のいず

れかに該当するものとする。 

 

(1) 工場立地法（昭和34年法律第24号）第３条第１項に規定する工場立地調査

簿に記載された地域（以下「工場適地」という｡)又は工場適地としての要件

を全て満たし、工場立地調査簿への記載を予定している地域 

(2)～(5) （略） 

 

（事業用家屋の基準等） 

第５条 条例第３条の規則で定める雇用者は、次に掲げる要件を満たす者とする。 

(1) （略） 

(2) 当該事業用家屋において業務に従事する者であって、次のいずれかに該当

する者であること。 

 

ア 新たに採用される者 

イ 県外の他の事務所又は事業所における雇用者の配置転換等により従事す

る者 

（産業立地促進地域） 

第２条 条例第２条第１項の規則で定める県有地及び規則で定める一定の地域は、

県又は市町村が産業の立地を促進しようとする造成済みの地域であって、次の

各号のいずれかに該当するものとする。ただし、第１号から第４号までに掲げ

る地域にあっては、当該地域の工場用地面積が１ヘクタール以上のものに限る。 

(1) 工場立地法（昭和34年法律第24号）第３条第１項に規定する工場立地調査

簿に記載された地域（以下「工場適地」という｡)又は工場適地としての要件

をすべて満たし、工場立地調査簿への記載を予定している地域 

(2)～(5) （略） 

 

（事業用家屋の基準等） 

第５条 条例第３条の規則で定める雇用者は、次に掲げる要件を満たす者とする。 

(1) （略） 

(2) 当該事業用家屋において業務に従事する者（県内の他の事務所又は事業所

における雇用者の配置転換等により従事することとなる者を除く｡)であるこ

と。 
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ウ 県内の他の事務所又は事業所における雇用者の配置転換等により従事す

る者（当該配置転換等に応じて、当該他の事務所又は事業所においてア又

はイに該当する者が業務に従事することとなる者に限る｡) 

２ （略） 

 

（不均一課税の措置又は課税免除の措置の申請又は申告） 

第７条 条例第３条の規定により事業税の不均一の課税の措置を受けようとする

者又は条例第４条の規定により不動産取得税の課税の免除の措置を受けようと

する者は、次の表の左欄に掲げる県税の区分に応じ、同表の中欄に掲げる日ま

でに、それぞれ同表の右欄に掲げる申請書又は申告書に別記第２号様式による

事業計画書を添えて所管する地域振興局長に提出しなければならない。 

（略） 

不動産取得

税 

個人にあっては課税の免除の措置を受けようとする不

動産を事業の用に供した日の属する年の翌年の３月15

日、法人にあっては課税の免除の措置を受けようとす

る不動産を事業の用に供した日の属する事業年度に係

る事業税の申告書の提出期限 

（略） 

２ （略） 

 

別記 

第１号様式（第３条関係） 

産業立地促進地域指定申出書 

 （略） 

  新潟県産業立地を促進するための県税の特例に関する条例第２条第２項の規

定に基づき、下記により申し出ます。 

記 

 １ 地域の名称等 

（略） 
  
第４条各号

の該当状況 

（該当番号

を○で囲む

こと｡) 

１ 工場適地又はその予定地域 

２ 都市計画法に基づく準工業地域、工業地域又は工業専用地

域 

３ 農村地域工業等導入促進法に基づく工業等導入地区 

４ 市町村等が整備した地域 

 

 

 

２ （略） 

 

（不均一課税の措置又は課税免除の措置の申請又は申告） 

第７条 条例第３条の規定により事業税の不均一の課税の措置を受けようとする

者又は条例第４条の規定により不動産取得税の課税の免除の措置を受けようと

する者は、次の表の左欄に掲げる県税の区分に応じ、同表の中欄に掲げる日ま

でに、それぞれ同表の右欄に掲げる申請書又は申告書に別記第２号様式による

事業計画書を添えて所管する地域振興局長に提出しなければならない。 

（略） 

不動産取得

税 

課税の免除の措置を受けようとする不動産の取得の日

から60日以内 

 

 

 

（略） 

２ （略） 

 

別記 

第１号様式（第３条関係） 

産業立地促進地域指定申出書 

 （略） 

  新潟県産業立地を促進するための県税の特例に関する条例第２条第１項の規

定に基づき、下記により申し出ます。 

記 

 １ 地域の名称等 

（略） 
   

造成の状況 

造 成 完 了 年 月 日 年  月  日 

造成済みの団地の全体面積(A) ha 

造成済みの工場用地面積(B) ha 

( B ) の う ち 分 譲 可 能 面 積 ha 
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５ １から４までに準ずるものとして知事が適当と認める地域 
  
区域の現況  

面 積 ha 

備 考  

注 １ 「区域」欄には、申出地域の字名を記載することとし、字の全部を含

む場合は「の全部」を、字の一部を含む場合は「の一部」を字名の次に

付け加えること。 

  ２ 「区域の現況」欄には、造成済み・未造成の別、造成予定がある場合

はその時期等を記入すること。 

  ３ 「第４条各号の該当状況」欄の５に該当する場合は、その理由等を「備

考」欄に記入すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ２ （略） 

 （略） 

 

第２号様式（第７条関係） 

事 業 計 画 書 

 １～７ （略） 

 ８ 雇用計画 

  (1) 当該事業用家屋の常用雇用者数 

事業用家屋

の名称 

 

      
区 分 新規採用 県外の他

の事務所

県内の他

の事務所

 合 計 
  
Ｃのうち、当該他 Ａ＋Ｂ＋

 

造 成 事 業 主 体 

 

 
   

 

 

 

 

 

 

 

注 「区域」欄には、申出地域の字名を記載することとし、字の全部を含む場

合は「の全部」を、字の一部を含む場合は「の一部」を字名の次に付け加え

ること。 

 ２ 申出地域の地区指定の状況 

(1) 低開発地域工業開発促進法に基づく低開発地域工業開発地区 

(2) 農村地域工業等導入促進法に基づく工業等導入地区 

(3) 山村振興法に基づく振興山村の区域 

(4) 離島振興法に基づく離島振興対策実施地域 

(5) 過疎地域自立促進特別措置法に基づく過疎地域 

 注 申出地域が地区指定を受けている場合には、該当する番号を○で囲むこと。 

 ３ （略） 

 （略） 

 

第２号様式（第７条関係） 

事 業 計 画 書 

 １～７ （略） 

 ８ 雇用計画 

  (1) 当該事業用家屋の常用雇用者数 
     

区 分 新 採 用 県外の他

の事務所

等からの

転用 

県内の他

の事務所

等からの

転用 

合 計 
  
Ａ＋Ｂ＋Ｃ 

 

 

Ａ＋Ｂ 
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等からの

配置転換

等 

等からの

配置転換

等 

の事務所等にお

いて新規採用又

は県外の他の事

務所等からの配

置転換等を伴う

者 

Ｄ 

  Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 
      
（略） 

 注 Ｄ欄に記入がある場合は、(2)を記入すること。 

(2) 当該事業用家屋に係る人員計画終了日までの県内の他の事務所等におけ

る当該事業用家屋への配置転換等に応じた新規採用又は配置転換等の状況 

事務所等の名称

及び所在地 

  合 計 

区 分 

 

 

 

 

 

新規採用 県外の他

の事務所

等からの

配置転換

等 

新規採用 県外の他

の事務所

等からの

配置転換

等 

人

員

計

画 

事業開始日

前までの計

画   ａ 

     

事業開始日

から人員計

画終了日ま

での計画 

    ｂ 

     

      
人員計画終了日

に お け る 人 数 

（ 年 月 日

現在） 

ａ＋ｂ   ｃ 

     

      

 

 

 

 

 

 

  Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 
      
（略） 

 

(2) 当該事業用家屋に係る人員計画終了日までの県内の事務所又は事業所全

体の常用雇用者数 

区 分 新 採 用 県外の他の

事務所等か

らの転用 

県外の他の

事務所等へ

の転用 

離 職 合 計 

Ａ＋Ｂ－

Ｃ－Ｄ 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 

当該事業用家屋

の新（増）設前

の人数（ 年 

月 日現在）ａ 

     

人

員

計

画 

事業開始日

前までの計

画   ｂ 

     

事業開始日

から人員計

画終了日ま

での計画 

    ｃ 

     

      
人員計画終了日

における人数 

（ 年 月 日

現在） 

ａ＋ｂ＋ｃ ｄ 
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 ９・10 （略） 

 （略） 

 

第６号様式（第７条関係） 

不動産取得税課税免除申請書 

（略） 

事 

 

業 

 

用 

 

地 

所 在 地 地 目 

取得面積 
左のうち 

申請面積 
申請部分 

の用途 

取得年月日 

登記 実測 登記 実測 

建 設 着 手

（ 予 定 ） 

年 月 日 

  ㎡ ㎡ ㎡ ㎡  ・ ・ 

・ ・ 

       ・ ・ 

・ ・ 

       ・ ・ 

・ ・ 

       ・ ・ 

・ ・ 
       

事 

 

業 

 

用 

 

家 

 

屋 

所 在 地 用   途 構 造 床面積 
左のうち

申請面積 

取得年月日 

事 業 供 用

（ 予 定 ） 

年 月 日 

   ㎡ ㎡ ・ ・ 

・ ・ 

     ・ ・ 

・ ・ 
      
     ・ ・ 

・ ・ 
      
     ・ ・ 

・ ・ 

居住の用に供する部分の有無 有（      ㎡） ・ 無 
   

９・10 （略） 

 （略） 

 

第６号様式（第７条関係） 

不動産取得税課税免除申請書 

（略） 

事 

 

業 

 

用 

 

家 

 

屋 

所 在 地 用   途 構 造 床面積 左のうち申請面積 

 

 

  ㎡ ㎡ 

 

 

    

 

 

    

 

 

    

居住の用に供する部分の有無 有（      ㎡） ・ 無 
       

事 

 

業 

 

用 

 

地 

所 在 地 地 目 

取得面積 
左のうち 

申請面積 申請部分 

の用途 

取得年月日 

登記 実測 登記 実測 
建築着手年

月日 

  ㎡ ㎡ ㎡ ㎡  ・ ・ 

・ ・ 

       ・ ・ 

・ ・ 

       ・ ・ 

・ ・ 
        
       ・ ・ 

 
 

 

・ ・ 
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 （略）  （略） 
  

第２条 新潟県産業立地を促進するための県税の特例に関する条例施行規則の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中条及び項の表示に下線が引かれた条及び項（以下この条において「移動条等」という｡)に対応する同表の改正後の欄中条及び項の表示に下線が

引かれた条及び項（以下この条において「移動後条等」という｡)が存在する場合には当該移動条等を当該移動後条等とし、移動条等に対応する移動後条等が存在しない

場合には当該移動条等（以下この条において「削除条等」という｡)を削り、移動後条等に対応する移動条等が存在しない場合には当該移動後条等（以下この条において

「追加条等」という｡)を加える。 

次の表の改正後の欄中下線が引かれた部分（条及び項の表示並びに追加条等を除く。以下この条において「改正後部分」という｡)に対応する同表の改正前の欄中下線

が引かれた部分（条及び項の表示並びに削除条等を除く。以下この条において「改正部分」という｡)が存在する場合には当該改正部分を当該改正後部分に改め、改正後

部分に対応する改正部分が存在しない場合には当該改正後部分を加える。 

次の表の改正前の欄の表中太線で囲まれた部分を削り、次の表の改正後の欄の表中太線で囲まれた部分を加える。 

改 正 後 改 正 前 
  
第１条 （略） 

 

（事業用家屋の対象となる資産） 

第２条 条例第１条の２の規則で定める資産は、同条に規定する家屋の新設又は

増設に伴い新たに取得し、又は製作し、若しくは建設した減価償却資産のうち

所得税法施行令（昭和40年政令第96号）第６条第１号及び第２号並びに法人税

法施行令（昭和40年政令第97号）第13条第１号及び第２号に該当するものであ

って、事業の用に供するものとする。 

 

（事業用家屋の基準等） 

第３条 条例第１条の２の規則で定める雇用者は、次に掲げる要件を満たす者と

する。 

(1) 県内に住所を有する者であること。 

(2) 当該事業用家屋において業務に従事する者であって、次のいずれかに該当

する者であること。 

ア 新たに採用される者 

イ 県外の他の事務所又は事業所における雇用者の配置転換等により従事す

る者 

ウ 県内の他の事務所又は事業所における雇用者の配置転換等により従事す

る者（当該配置転換等に応じて、当該他の事務所又は事業所においてア又

はイに該当する者が業務に従事することとなる者に限る｡) 

２ 条例第１条の２の規則で定める基準は、次のとおりとする。 

第１条 （略） 
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(1) 事業用家屋の立地が、当該地域の土地利用計画、振興に関する計画等に適

合するものであり、かつ、当該地域の産業の発展に支障を来さないものであ

ること。 

(2) 事業用家屋が、公害を発生させるおそれのないもの又は公害の発生を未然

に防止するために必要な措置を講じているものであること。 

 

第４条 （略） 

 

第５条 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２条 （略） 

 

第３条 （略） 

 

（事業用家屋の対象となる資産） 

第４条 条例第３条の規則で定める資産は、同条に規定する家屋の新設又は増設

に伴い新たに取得し、又は製作し、若しくは建設した減価償却資産のうち所得

税法施行令（昭和40年政令第96号）第６条第１号及び第２号並びに法人税法施

行令（昭和40年政令第97号）第13条第１号及び第２号に該当するものであって、

事業の用に供するものとする。 

 

（事業用家屋の基準等） 

第５条 条例第３条の規則で定める雇用者は、次に掲げる要件を満たす者とする。 

(1) 県内に住所を有する者であること。 

(2) 当該事業用家屋において業務に従事する者であって、次のいずれかに該当

する者であること。 

ア 新たに採用される者 

イ 県外の他の事務所又は事業所における雇用者の配置転換等により従事す

る者 

ウ 県内の他の事務所又は事業所における雇用者の配置転換等により従事す

る者（当該配置転換等に応じて、当該他の事務所又は事業所においてア又

はイに該当する者が業務に従事することとなる者に限る｡) 

２ 条例第３条の規則で定める基準は、次のとおりとする。 

(1) 事業用家屋の立地が、当該地域の土地利用計画、振興に関する計画等に適

合するものであり、かつ、当該地域の産業の発展に支障を来さないものであ

ること。 

(2) 事業用家屋が、公害を発生させるおそれのないもの又は公害の発生を未然
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（事業税の不均一課税の対象となる所得金額等の計算方法） 

第６条 （略） 

２ （略） 

３ 第１項第１号の固定資産の価額及び同項第２号の従業者の数並びに前項の鉄

軌道事業以外の事業に係る部分の所得の算定については、地方税法（昭和25年

法律第226号）第72条の48第４項から第６項まで、第11項及び第12項並びに第72

条の54第２項に規定する事業税の分割基準及び所得の算定の例による。 

４ （略） 

 

（事業の範囲） 

第６条の２ （略） 

２ 条例第５条第２号の規則で定める水産動植物の養殖業は、生育環境を制御す

ることにより、季節及び天候に左右されず、水産動植物を計画的かつ安定的に

生産する施設において水産動植物の生産を行う業とする。 

３ 条例第５条第４号の規則で定める情報通信業は、次に掲げる事業とする。 

(1)～(3) （略） 

４ 条例第５条第７号の規則で定める情報通信技術利用業は、専ら情報通信技術

利用事業（情報通信の技術を利用する方法により行う商品、権利若しくは役務

に関する説明若しくは相談若しくは商品若しくは権利の売買契約若しくは役務

を有償で提供する契約についての申込み、申込みの受付若しくは締結若しくは

これらの契約の申込み若しくは締結の勧誘の業務に係る事業又は新商品の開発、

販売計画の作成等に必要な基礎資料を得るためにする市場等に関する調査の業

務に係る事業及びこれらの業務に付随して行う業務であって、当該業務により

得られた情報の整理若しくは分析の業務に係る事業をいう｡)を行う業とする。 

 

（不均一課税の措置又は課税免除の措置の申告又は申請） 

第７条 条例第２条の２の規定により法人の県民税の不均一の課税の措置を受け

ようとする法人、条例第３条の規定により事業税の不均一の課税の措置を受け

ようとする者又は条例第４条の規定により不動産取得税の課税の免除の措置を

受けようとする者は、次の表の左欄に掲げる県税の区分に応じ、同表の中欄に

掲げる日までに、それぞれ同表の右欄に掲げる申告書又は申請書に別記第２号

に防止するために必要な措置を講じているものであること。 

 

（事業税の不均一課税の対象となる所得金額等の計算方法） 

第６条 （略） 

２ （略） 

３ 第１項第１号の固定資産の価額及び同項第２号の従業者の数並びに前項の鉄

軌道事業以外の事業に係る部分の所得の算定については、地方税法（昭和25年

法律第226号）第72条の48第４項から第６項まで、第９項及び第10項並びに第72

条の54第２項に規定する事業税の分割基準及び所得の算定の例による。 

４ （略） 

 

（事業の範囲） 

第６条の２ （略）  

 

 

 

２ 条例第５条第３号の規則で定める情報通信業は、次に掲げる事業とする。 

(1)～(3) （略） 

３ 条例第５条第６号の規則で定める情報通信技術利用業は、専ら情報通信技術

利用事業（情報通信の技術を利用する方法により行う商品、権利若しくは役務

に関する説明若しくは相談若しくは商品若しくは権利の売買契約若しくは役務

を有償で提供する契約についての申込み、申込みの受付若しくは締結若しくは

これらの契約の申込み若しくは締結の勧誘の業務に係る事業又は新商品の開発、

販売計画の作成等に必要な基礎資料を得るためにする市場等に関する調査の業

務に係る事業及びこれらの業務に付随して行う業務であって、当該業務により

得られた情報の整理若しくは分析の業務に係る事業をいう｡)を行う業とする。 

 

（不均一課税の措置又は課税免除の措置の申請又は申告） 

第７条 条例第３条の規定により事業税の不均一の課税の措置を受けようとする

者又は条例第４条の規定により不動産取得税の課税の免除の措置を受けようと

する者は、次の表の左欄に掲げる県税の区分に応じ、同表の中欄に掲げる日ま

でに、それぞれ同表の右欄に掲げる申請書又は申告書に別記第２号様式による

事業計画書を添えて所管する地域振興局長に提出しなければならない。 
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様式による事業計画書を添えて所管する地域振興局長に提出しなければならな

い。 
   
法人県民税 不均一の課税の措置を受けよう

とする事業年度又は連結事業年

度の申告書の提出期限 

法人県民税及び事業税不均

一課税申告書（中間、確定、

修正)(別記第４号様式） 

法人県民税及び事業税不均

一課税申告書（予定)(別記第

５号様式） 

  
法人事業税 不均一の課税の措置を受けよう

とする事業年度の申告書の提出

期限 
   
個人事業税 （略） （略） 

   

 

 

 

 

（略） 

２ （略） 

 

（承継） 

第８条 合併その他の理由により、事業用家屋を新設し、又は増設した者から当

該事業用家屋に係る事業を承継した者が条例第２条の２若しくは第３条に規定

する不均一の課税の措置又は条例第４条に規定する課税の免除の措置を受けよ

うとするときは、当該事業を承継した日から30日以内に、別記第７号様式によ

り地域振興局長に届け出なければならない。 

 

附 則 

１ （略） 

（この規則の失効） 

２ この規則は、平成32年３月31日限り、その効力を失う。 

（この規則の失効に伴う経過措置） 

３ 条例附則第３項又は第４項の規定によりなおその効力を有することとされる

条例第２条の２から第９条までの規定に基づく第６条から第８条までの規定は、

この規則の失効後も、なおその効力を有する。 

 

 
   
 

 

 

 

 

 

  

個人事業税 （略） （略） 

法人事業税 不均一の課税の措置を受けよう

とする事業年度の申告書の提出

期限 

法人事業税不均一課税申告

書（中間、確定、修正)(別記

第４号様式） 

法人事業税不均一課税申告

書（予定)(別記第５号様式） 

（略） 

２ （略） 

 

（承継） 

第８条 合併その他の理由により、事業用家屋を新設し、又は増設した者から当

該事業用家屋に係る事業を承継した者が条例第３条に規定する不均一の課税の

措置又は条例第４条に規定する課税の免除の措置を受けようとするときは、当

該事業を承継した日から30日以内に、別記第７号様式により地域振興局長に届

け出なければならない。 

 

附 則 

１ （略） 

（この規則の失効） 

２ この規則は、平成29年３月31日限り、その効力を失う。 

（この規則の失効に伴う経過措置） 

３ 条例附則第３項又は第４項の規定によりなおその効力を有することとされる

条例第３条から第９条までの規定に基づく第４条から第８条までの規定は、こ

の規則の失効後も、なおその効力を有する。 
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別記 

第１号様式（第５条関係） 

産業立地促進地域指定申出書 

 （略） 

 

第３号様式（第７条関係） 

個人事業税不均一課税申請書 

 （略） 

 注 次の書類を添付すること。 

  １ （略） 

  ２ 新潟県産業立地を促進するための県税の特例に関する条例第１条の２に

規定する事業用家屋を取得したことを明らかにする書類 

   (1)～(5) （略） 

 

別記 

第１号様式（第３条関係） 

産業立地促進地域指定申出書 

 （略） 

 

第３号様式（第７条関係） 

個人事業税不均一課税申請書 

 （略） 

 注 次の書類を添付すること。 

  １ （略） 

  ２ 新潟県産業立地を促進するための県税の特例に関する条例第３条に規定

する事業用家屋を取得したことを明らかにする書類 

   (1)～(5) （略） 
  

第３条 新潟県産業立地を促進するための県税の特例に関する条例施行規則の一部を次のように改正する。 

別記第４号様式及び別記第５号様式を次のように改める。 

 



平成29年３月28日(火) 新  潟  県  報 号 外 ２ 

44 

第４号様式（第７条関係） 

 

 



号 外 ２ 新  潟  県  報 平成29年３月28日(火) 
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平成29年３月28日(火) 新  潟  県  報 号 外 ２ 
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第５号様式（第７条関係） 

 

 

 



号 外 ２ 新  潟  県  報 平成29年３月28日(火) 

49 
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（新潟県振興山村における森林等の保全等のための奨励措置に関する条例施行規則の一部改正） 

第４条 新潟県振興山村における森林等の保全等のための奨励措置に関する条例施行規則（平成４年新潟県規則第108号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の改正後の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正後部分」という｡)に対応する同表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改

正部分」という｡)が存在する場合には当該改正部分を当該改正後部分に改め、改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には当該改正後部分を加える。 

  次の表の改正前の欄の表中太線で囲まれた部分を次の表の改正後の欄の表中太線で囲まれた部分に改める。 

改 正 後 改 正 前 
  
（不均一課税の申請） 

第２条 条例第２条の規定による県税の不均一の課税を受けようとする者は、次

の表の左欄に掲げる県税の区分に応じ、同表の中欄に掲げる日までに、それぞ

れ同表の右欄に掲げる申請書を、課税地を所管する地域振興局長に提出しなけ

ればならない。 

不動産取得税 個人にあっては不均一の課税を受けようとする不動

産を事業の用に供した日の属する年の翌年の３月15

日、法人にあっては不均一の課税を受けようとする

不動産を事業の用に供した日の属する事業年度に係

る事業税の申告書の提出期限 

（略） 

（略） 

 

別記 

第１号様式（第２条関係） 

不動産取得税不均一課税申請書 

（略） 

土 

 

 

 

地 

所 在 地 地 目 

取 得 面 積 左のう

ち申請

面 積 

取 得 年 月 日 

登 記 実 測 
家 屋 建 設 着 手 

（ 予 定 ） 年 月 日 

  ㎡ ㎡ ㎡ ・  ・ 

・  ・ 

     ・  ・ 

・  ・ 

     ・  ・ 

・  ・ 
      
 所 在 地 用 途 構 造 床面積 取 得 年 月 日 

（不均一課税の申請） 

第２条 条例第２条の規定による県税の不均一の課税を受けようとする者は、次

の表の左欄に掲げる県税の区分に応じ、同表の中欄に掲げる日までに、それぞ

れ同表の右欄に掲げる申請書を、課税地を所管する地域振興局長に提出しなけ

ればならない。 

不動産取得税 不均一の課税を受けようとする不動産の取得の日か

ら60日以内 

 

 

 

（略） 

（略） 

 

別記 

第１号様式（第２条関係） 

不動産取得税不均一課税申請書 

（略） 

家 

 

 

 

屋 

所 在 地 用 途 構 造 床面積 

取 得 年 月 日 

事 業 供 用 開 始 

年 月 日 

   ㎡ ・  ・ 

・  ・ 

    ・  ・ 

・  ・ 

    ・  ・ 

・  ・ 
      
 所 在 地 地 目 取 得 面 積 左のう 取 得 年 月 日 



 

 

号
 
外
 
２
 

新
 
 
潟

 
 
県

 
 
報
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成
2
9
年

３
月
2
8
日
(
火
)
 

5
1 

 

家 

 

 

 

屋 

事 業 供 用 開 始 

（ 予 定 ） 年 月 日 
     
   ㎡ ・  ・ 

・  ・ 

    ・  ・ 

・  ・ 

    ・  ・ 

・  ・ 
      
（略） 

 （略） 

 

土 

 

 

 

地 

登 記 実 測 
ち申請

面 積 

家 屋 建 設 着 手 

年 月 日 
      
  ㎡ ㎡ ㎡ ・  ・ 

・  ・ 

     ・  ・ 

・  ・ 

     ・  ・ 

・  ・ 
       
（略） 

 （略） 
  

（新潟県離島振興対策実施地域における工場等の誘致等に関する条例施行規則の一部改正） 

第５条 新潟県離島振興対策実施地域における工場等の誘致等に関する条例施行規則（平成５年新潟県規則第87号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の改正後の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正後部分」という｡)に対応する同表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改

正部分」という｡)が存在する場合には当該改正部分を当該改正後部分に改め、改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には当該改正後部分を加える。 

  次の表の改正前の欄の表中太線で囲まれた部分を次の表の改正後の欄の表中太線で囲まれた部分に改める。 

改 正 後 改 正 前 
  
（課税免除の申請又は申告） 

第３条 条例第２条第１項の規定による県税の課税免除を受けようとするときは、

次の表の左欄に掲げる県税の区分に応じ、同表の中欄に掲げる日までに、それ

ぞれ同表の右欄に掲げる申請書又は申告書に別記第１号様式による事業計画書

を添えて所管する地域振興局長に提出しなければならない。 

（略） 

不動産取得税 個人にあっては課税免除を受けようとする不動産を

事業の用に供した日の属する年の翌年の３月15日、

法人にあっては課税免除を受けようとする不動産を

事業の用に供した日の属する事業年度に係る事業税

の申告書の提出期限 

（略） 

（略） 

２ （略） 

 

第５号様式（第３条関係） 

不動産取得税課税免除申請書 

（課税免除の申請又は申告） 

第３条 条例第２条第１項の規定による県税の課税免除を受けようとするときは、

次の表の左欄に掲げる県税の区分に応じ、同表の中欄に掲げる日までに、それ

ぞれ同表の右欄に掲げる申請書又は申告書に別記第１号様式による事業計画書

を添えて所管する地域振興局長に提出しなければならない。 

（略） 

不動産取得税 課税免除を受けようとする不動産の取得の日から60

日以内 

 

 

 

（略） 

（略） 

２ （略） 

 

第５号様式（第３条関係） 

不動産取得税課税免除申請書 



 

 

平
成
2
9
年
３
月
2
8
日
(
火
)
 

新
 
 
潟

 
 
県

 
 
報

 
号
 
外

 
２

 

5
2 

（略） 

土 

 

 

 

 

地 

所 在 地 地目 

取 得 面 積 
左 の う ち 

申 請 面 積 申請部分 

の 用 途 

取 得 年 月 日 

登記 実測 登記 実測 
建 設 着 手 

（予定）年月日 

  ㎡ ㎡ ㎡ ㎡  ・ ・ 

・ ・ 

       ・ ・ 

・ ・ 

       ・ ・ 

・ ・ 

       ・ ・ 

・ ・ 

家 

 

 

 

 

屋 

所 在 地 用途 構 造 床 面 積 
左のうち 

申請面積 

取 得 年 月 日 

事 業 供 用 

（予定）年月日 

   ㎡ ㎡ ・ ・ 

・ ・ 

     ・ ・ 

・ ・ 

     ・ ・ 

・ ・ 

     ・ ・ 

・ ・ 

（略） 

 （略） 

（略） 

家 

 

 

 

屋 

所 在 地 用 途 構 造 床 面 積 左のうち申請面積 

   ㎡ ㎡ 

     

     

     

     

土 

 

 

 

 

地 

所 在 地 地目 

取 得 面 積 
左 の う ち 

申 請 面 積 申 請 部 分 

の 用 途 

取得年月日 

登記 実測 登記 実測 
建 築 着 手 

年 月 日 

  ㎡ ㎡ ㎡ ㎡  ・ ・ 

・ ・ 

       ・ ・ 

・ ・ 

       ・ ・ 

・ ・ 

 

 

 

 

 

 

 

      ・ ・ 

・ ・ 

（略） 

 （略） 
  

（新潟県過疎地域における工場等の誘致等に関する条例施行規則の一部改正） 

第６条 新潟県過疎地域における工場等の誘致等に関する条例施行規則（平成12年新潟県規則第136号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の改正後の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正後部分」という｡)に対応する同表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改

正部分」という｡)が存在する場合には当該改正部分を当該改正後部分に改め、改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には当該改正後部分を加える。 

  次の表の改正前の欄の表中太線で囲まれた部分を次の表の改正後の欄の表中太線で囲まれた部分に改める。 

改 正 後 改 正 前 
  



 

 

号
 
外
 
２
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潟
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報
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2
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日
(
火
)
 

5
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（課税免除の申請又は申告） 

第３条 条例第２条第１項の規定により県税の課税免除を受けようとするときは、

次の表の左欄に掲げる県税の区分に応じ、同表の中欄に掲げる日までに、それ

ぞれ同表の右欄に掲げる申請書又は申告書に別記第１号様式による事業計画書

を添えて所管する地域振興局長に提出しなければならない。 

（略） 

不動産取得税 個人にあっては課税免除を受けようとする不動産を

事業の用に供した日の属する年の翌年の３月15日、

法人にあっては課税免除を受けようとする不動産を

事業の用に供した日の属する事業年度に係る事業税

の申告書の提出期限 

（略） 

（略） 

２ （略） 

 

第５号様式（第３条関係） 

不動産取得税課税免除申請書 

（略） 

土 

 

 

 

 

地 

所 在 地 地目 

取 得 面 積 
左 の う ち 

申 請 面 積 申請部分 

の 用 途 

取 得 年 月 日 

登記 実測 登記 実測 
建 設 着 手 

（予定）年月日 

  ㎡ ㎡ ㎡ ㎡  ・ ・ 

・ ・ 

       ・ ・ 

・ ・ 

       ・ ・ 

・ ・ 

       ・ ・ 

・ ・ 
       
 

 

家 

所 在 地 用途 構 造 床 面 積 
左のうち 

申請面積 

取 得 年 月 日 

事 業 供 用 

（予定）年月日 

（課税免除の申請又は申告） 

第３条 条例第２条第１項の規定により県税の課税免除を受けようとするときは、

次の表の左欄に掲げる県税の区分に応じ、同表の中欄に掲げる日までに、それ

ぞれ同表の右欄に掲げる申請書又は申告書に別記第１号様式による事業計画書

を添えて所管する地域振興局長に提出しなければならない。 

（略） 

不動産取得税 課税免除を受けようとする不動産の取得の日から60

日以内 

 

 

 

（略） 

（略） 

２ （略） 

 

第５号様式（第３条関係） 

不動産取得税課税免除申請書 

（略） 

家 

 

 

 

屋 

所 在 地 用 途 構 造 床 面 積 左のうち申請面積 

   ㎡ ㎡ 

     

     

     

     
       
 

 

 

 

 

土 

 

 

 

所 在 地 地目 

取 得 面 積 
左 の う ち 

申 請 面 積 申 請 部 分 

の 用 途 

取得年月日 

登記 実測 登記 実測 
建 築 着 手 

年 月 日 

  ㎡ ㎡ ㎡ ㎡  ・ ・ 

・ ・ 

       ・ ・ 

・ ・ 
        
       ・ ・ 
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2
9
年
３
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2
8
日
(
火
)
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報

 
号
 
外
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5
4 

（新潟県特定非営利活動法人を支援するための県税の特例に関する条例施行規則の一部改正） 

第７条 新潟県特定非営利活動法人を支援するための県税の特例に関する条例施行規則（平成16年新潟県規則第９号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の改正後の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正後部分」という｡)に対応する同表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改

正部分」という｡)が存在する場合には当該改正部分を当該改正後部分に改め、改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には当該改正後部分を加える。 

  次の表の改正前の欄の表中太線で囲まれた部分を次の表の改正後の欄の表中太線で囲まれた部分に改める。 

改 正 後 改 正 前 
  
（不動産取得税の課税免除の申請） 

第３条 条例第３条の規定により不動産取得税の免除を受けようとする特定非営

利活動法人は、地方税法施行令（昭和25年政令第245号）第15条に規定する収益

事業を行う場合にあっては免除を受けようとする不動産を特定非営利活動事業

の用に供した日の属する事業年度に係る事業税の申告書の提出期限までに、同

条に規定する収益事業を行わない場合にあっては免除を受けようとする不動産

を特定非営利活動事業の用に供した日の属する事業年度終了の日から２月以内

に、別記第２号様式による不動産取得税課税免除申請書を地域振興局長に提出

しなければならない。 

 

第２号様式（第３条関係） 

不動産取得税課税免除申請書 

 （略） 

（略） 
       
 

 
所 在 地 地目 取 得 面 積 

左 の う ち 

申 請 面 積 

申請部分 

の 用 途 
取 得 年 月 日 

（不動産取得税の課税免除の申請） 

第３条 条例第３条の規定により不動産取得税の免除を受けようとする特定非営

利活動法人は、免除を受けようとする不動産の取得の日から60日以内に、別記

第２号様式による不動産取得税課税免除申請書を地域振興局長に提出しなけれ

ばならない。 

 

 

 

 

 

第２号様式（第３条関係） 

不動産取得税課税免除申請書 

 （略） 

（略） 
      
 

家 

所 在 地 用 途 構 造 床 面 積 左のうち申請面積 

   ㎡ ㎡ 

 

 

 

 

屋 

   ㎡ ㎡ ・ ・ 

・ ・ 

     ・ ・ 

・ ・ 

     ・ ・ 

・ ・ 

     ・ ・ 

・ ・ 
       
（略） 

 （略） 

 

地 

・ ・ 
        
 

 

 

 

 

 

 

      ・ ・ 

・ ・ 

         
（略） 

 （略） 
  



 

 

号
 
外
 
２
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潟
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土 

 

 

 

 

地 

登記 実測 登記 実測 
事 業 供 用 

（予定）年月日 
                
  ㎡ ㎡ ㎡ ㎡  ・ ・ 

・ ・ 
        
       ・ ・ 

・ ・ 

       ・ ・ 

・ ・ 

       ・ ・ 

・ ・ 
         

家 

 

 

 

 

屋 

所 在 地 用途 構 造 床 面 積 
左のうち 

申請面積 

取 得 年 月 日 

事 業 供 用 

（予定）年月日 

   ㎡ ㎡ ・ ・ 

・ ・ 

     ・ ・ 

・ ・ 

     ・ ・ 

・ ・ 

     ・ ・ 

・ ・ 

（略） 

 （略） 

 

 

屋 

     

     

     

     
      

土 

 

 

 

地 

所 在 地 地目 
取 得 面 積 

左 の う ち 

申 請 面 積 申請部分の用途 

登記 実測 登記 実測 

  ㎡ ㎡ ㎡ ㎡  

       

       

       

       

取得年月日 年 月 日 

（略） 

 （略） 
  

（新潟県産業集積の形成及び活性化のための奨励措置に関する条例施行規則の一部改正） 

第８条 新潟県産業集積の形成及び活性化のための奨励措置に関する条例施行規則（平成20年新潟県規則第24号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の改正後の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正後部分」という｡)に対応する同表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改

正部分」という｡)が存在する場合には当該改正部分を当該改正後部分に改め、改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には当該改正後部分を加える。 

  次の表の改正前の欄の表中太線で囲まれた部分を次の表の改正後の欄の表中太線で囲まれた部分に改める。 

改 正 後 改 正 前 
  
（課税免除の申請） 

第３条 条例第２条第１項の規定により県税の課税免除を受けようとするときは、

次の表の左欄に掲げる県税の区分に応じ、同表の中欄に掲げる日までに、それ

（課税免除の申請） 

第３条 条例第２条第１項の規定により県税の課税免除を受けようとするときは、

次の表の左欄に掲げる県税の区分に応じ、同表の中欄に掲げる日までに、それ
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成
2
9
年
３
月
2
8
日
(
火
)
 

新
 
 
潟

 
 
県

 
 
報

 
号
 
外

 
２

 

5
6 

ぞれ同表の右欄に掲げる申請書を所管する地域振興局長に提出しなければなら

ない。 

不動産取得税 個人にあっては課税免除を受けようとする不動産を

事業の用に供した日の属する年の翌年の３月15日、

法人にあっては課税免除を受けようとする不動産を

事業の用に供した日の属する事業年度に係る事業税

の申告書の提出期限 

（略） 

（略） 

２ （略） 

 

別記 

第１号様式（第３条関係） 

不動産取得税課税免除申請書 

（略） 

土 

 

 

 

 

地 

所 在 地 地目 

取 得 面 積 
左 の う ち 

申 請 面 積 申請部分 

の 用 途 

取 得 年 月 日 

登記 実測 登記 実測 
建 設 着 手 

（予定）年月日 

  ㎡ ㎡ ㎡ ㎡  ・ ・ 

・ ・ 

       ・ ・ 

・ ・ 

       ・ ・ 

・ ・ 

       ・ ・ 

・ ・ 
       
 

 

家 

 

 

 

所 在 地 用途 構 造 床 面 積 
左のうち 

申請面積 

取 得 年 月 日 

事 業 供 用 

（予定）年月日 

   ㎡ ㎡ ・ ・ 

・ ・ 
      
     ・ ・ 

ぞれ同表の右欄に掲げる申請書を所管する地域振興局長に提出しなければなら

ない。 

不動産取得税 課税免除を受けようとする不動産の取得の日から60

日以内 

 

 

 

（略） 

（略） 

２ （略） 

 

別記 

第１号様式（第３条関係） 

不動産取得税課税免除申請書 

（略） 

家 

 

 

屋 

所 在 地 用 途 構 造 床 面 積 左のうち申請面積 

   ㎡ ㎡ 

     

     

     

     
       
 

 

 

 

 

土 

 

 

 

 

 

地 

所 在 地 地目 

取 得 面 積 
左 の う ち 

申 請 面 積 申 請 部 分 

の 用 途 

取得年月日 

登記 実測 登記 実測 
建 築 着 手 

年 月 日 

  ㎡ ㎡ ㎡ ㎡  ・ ・ 

・ ・ 

       ・ ・ 

・ ・ 

       ・ ・ 

・ ・ 
        
 

 

      ・ ・ 
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屋 

・ ・ 
      
     ・ ・ 

・ ・ 

     ・ ・ 

・ ・ 
       

 （略） 

 

 

 

 

 

 

・ ・ 

         
 （略） 

  
（新潟県産業拠点強化を促進するための県税の特例に関する条例施行規則の一部改正） 

第９条 新潟県産業拠点強化を促進するための県税の特例に関する条例施行規則（平成27年新潟県規則第55号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の改正後の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正後部分」という｡)に対応する同表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改

正部分」という｡)が存在する場合には当該改正部分を当該改正後部分に改め、改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には当該改正後部分を加える。 

  次の表の改正前の欄の表中太線で囲まれた部分を次の表の改正後の欄の表中太線で囲まれた部分に改める。 

改 正 後 改 正 前 
  
（不均一の課税の措置の申請又は申告） 

第３条 条例第２条の規定により県税の不均一の課税の措置を受けようとする者

は、次の表の左欄に掲げる県税の区分に応じ、同表の中欄に掲げる日までに、

それぞれ同表の右欄に掲げる申請書又は申告書を、所管する地域振興局長に提

出しなければならない。 

（略） 

不動産取得税 個人にあっては不均一の課税の措置を受けようとす

る不動産を事業の用に供した日の属する年の翌年の

３月15日、法人にあっては不均一の課税の措置を受

けようとする不動産を事業の用に供した日の属する

事業年度に係る事業税の申告書の提出期限 

（略） 

（略） 

２・３ （略） 

 

第４号様式（第３条関係） 

不動産取得税不均一課税申請書 

（略） 
       
 

 

 

所 在 地 地目 
取 得 面 積 

左 の う ち 

申 請 面 積 
申請部分 

の 用 途 

取 得 年 月 日 

     
登記 実測 登記 実測 建 設 着 手 

（不均一の課税の措置の申請又は申告） 

第３条 条例第２条の規定により県税の不均一の課税の措置を受けようとする者

は、次の表の左欄に掲げる県税の区分に応じ、同表の中欄に掲げる日までに、

それぞれ同表の右欄に掲げる申請書又は申告書を、所管する地域振興局長に提

出しなければならない。 

（略） 

不動産取得税 不均一の課税の措置を受けようとする不動産の取得

の日から60日以内 

 

 

 

（略） 

（略） 

２・３ （略） 

 

第４号様式（第３条関係） 

不動産取得税不均一課税申請書 

（略） 
      
 

家 

 

所 在 地 用 途 構 造 床 面 積 左のうち申請面積 

   ㎡ ㎡ 
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土 

 

 

 

 

地 

（予定）年月日 
        
  ㎡ ㎡ ㎡ ㎡  ・ ・ 

・ ・ 

       ・ ・ 

・ ・ 

       ・ ・ 

・ ・ 

       ・ ・ 

・ ・ 
         

家 

 

 

 

 

屋 

所 在 地 用途 構 造 床 面 積 
左のうち 

申請面積 

取 得 年 月 日 

事 業 供 用 

（予定）年月日 

   ㎡ ㎡ ・ ・ 

・ ・ 

     ・ ・ 

・ ・ 

     ・ ・ 

・ ・ 

     ・ ・ 

・ ・ 

 （略） 

屋      

     
      

土 

 

 

 

 

地 

所 在 地 地目 

取 得 面 積 
左 の う ち 

申 請 面 積 申 請 部 分 

の 用 途 

取得年月日 

登記 実測 登記 実測 
建 設 着 手 

年 月 日 

  ㎡ ㎡ ㎡ ㎡  ・ ・ 

・ ・ 

       ・ ・ 

・ ・ 

       ・ ・ 

・ ・ 

 

 

 

 

 

 

 

      ・ ・ 

 

 

・ ・ 

 （略） 
  
附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、平成29年４月１日から施行する。ただし、第１条及び第４条から第９条までの規定並びに第２条中新潟県産業立地を促進するための県税の特例に関する

条例施行規則（以下「産業立地条例施行規則」という｡)附則第２項の改正は公布の日から、同条中産業立地条例施行規則第６条第３項の改正は地方税法及び航空機燃料

譲与税法の一部を改正する法律（平成29年法律第 号。以下「改正法」という｡)附則第１条第１号に規定する日又はこの規則の公布の日のいずれか遅い日から施行する。 

 （法人の県民税の特例に関する条例施行規則の廃止） 

２ 法人の県民税の特例に関する条例施行規則（平成24年新潟県規則第35号）は、廃止する。 

 （法人の県民税の特例に関する条例施行規則の廃止に伴う経過措置） 

３ 新潟県産業立地を促進するための県税の特例に関する条例の一部を改正する条例（平成29年新潟県条例第19号）附則第４項の規定によりなお従前の例によることとさ

れる場合における前項の規定による廃止前の法人の県民税の特例に関する条例施行規則の規定の適用については、同規則別記第１号様式中｢(ｱ)又は(ｲ)×（3.6／100)｣

とあるのは｢(ｱ)又は(ｲ)×（  ／100)｣とする。 
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 （この規則の失効） 

４ 第２条中産業立地条例施行規則第６条の改正は、改正法が成立しないとき、その他改正法による改正後の地方税法（昭和25年法律第226号）の規定の内容が当該規定

に対応する第２条の規定による改正後の産業立地条例施行規則第６条の規定の内容と異なることとなるときは、その限りにおいてその効力を失う。 

５ 改正法が成立しないとき、その他改正法による改正後の地方税法の規定の内容が当該規定に対応する第３条の規定による改正後の産業立地条例施行規則の規定の内容

と異なることとなるときは、同条の規定による改正後の産業立地条例施行規則別記第５号様式中｢､第６項及び第７項」とあるのは「及び第６項」とする。 
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新潟県立職業能力開発校規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

平成29年３月28日 

新潟県知事  米 山  隆 一 

新潟県規則第19号 

新潟県立職業能力開発校規則の一部を改正する規則 

第１条 新潟県立職業能力開発校規則（昭和47年新潟県規則第63号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正後の欄中条の表示に下線が引かれた条（以下この条において「追加条」という｡)を加える。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正部分」という｡)に対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分（条の表示及び追加条を除

く。以下この条において「改正後部分」という｡)が存在する場合には当該改正部分を当該改正後部分に改め、改正部分に対応する改正後部分が存在しない場合には当該

改正部分を削る。 

次の表の改正前の欄の表中太線で囲まれた部分（以下この条において「改正表」という｡)に対応する次の表の改正後の欄の表中太線で囲まれた部分（以下この条にお

いて「改正後表」という｡)が存在する場合には当該改正表を当該改正後表に改め、改正表に対応する改正後表が存在しない場合には当該改正表を削り、改正後表に対応

する改正表が存在しない場合には当該改正後表を加える。 

改 正 後 改 正 前 
  
目次 

 第１章 （略） 

 第２章 普通課程の普通職業訓練（第４条―第26条の２） 

 第３章～第６章 （略） 

 附則 

 

第26条 （略） 

 

（実施に関する細則） 

第26条の２ この章に定めるもののほか、普通課程の普通職業訓練の実施に関し

必要な事項は、別に定める。 

 

（入校の許可等） 

第30条 （略） 

２ （略） 

３ 前条第２項の在職者訓練受講申込書の提出があつた場合において、訓練を受

けようとする者の総数が当該訓練の訓練定員に満たないときは、校長は、当該

訓練を実施しないことができる。この場合において、校長は、当該訓練を実施

しない旨を当該訓練を受けようとする者に通知するものとする。 

目次 

 第１章 （略） 

 第２章 普通課程の普通職業訓練（第４条―第26条） 

 第３章～第６章 （略） 

 附則 

 

第26条 （略） 

 

 

 

 

 

（入校の許可等） 

第30条 （略） 

２ （略） 

３ 前条第３項の在職者訓練受講申込書の提出があつた場合において、訓練を受

けようとする者の総数が当該訓練の訓練定員に満たないときは、校長は、当該

訓練を実施しないことができる。この場合において、校長は、当該訓練を実施

しない旨を当該訓練を受けようとする者に通知するものとする。 
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（寄宿料） 

第43条 条例第18条第１項の規則で定める額は、次の各号に掲げる区分に応じ、

当該各号に定める額とする。 

(1) 新潟県立新潟テクノスクール寄宿舎 3,030円 

(2) 新潟県立魚沼テクノスクール寄宿舎 1,630円 

 

別表第１（第４条の２関係） 

訓 練 科 訓練の

対象と

なる技

能及び

これに

関する

知識の

範囲 

教   科 訓練期間

及び訓練

時間（単

位は時間

とする。） 

設   備 

訓練系 専攻科 種 別 名 称 

 
（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（寄宿料） 

第43条 条例第18条第１項の規則で定める額は、次の各号に掲げる区分に応じ、

当該各号に定める額とする。 

(1) 新潟県立新潟テクノスクール寄宿舎 3,550円 

(2) 新潟県立魚沼テクノスクール寄宿舎 2,200円 

 

別表第１（第４条の２関係） 

訓 練 科 訓練の

対象と

なる技

能及び

これに

関する

知識の

範囲 

教   科 訓練期間

及び訓練

時間（単位

は時間と

する。） 

設   備 

訓練系 専攻科 種 別 名 称 

（略） 

オフィ

スビジ

ネス系 

ビジネ

ススタ

ッフ科 

（ＯＡ

事 務

科） 

  訓練期間 

１年 

訓練時間 

 総時間 

1,400 

建物そ

の他の

工作物 

教室 

実習場 

機械 事務用

機器類 

情報処

理用機

器類 

その他 器具及

び用具

類 

計測器

類 

教材類 
     
一般的 １ 系基礎    



 

 

平
成
2
9
年
３
月
2
8
日
(
火
)
 

新
 
 
潟

 
 
県

 
 
報

 
号
 
外

 
２

 

6
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な事務

及びＯ

Ａ機器

の操作

におけ

る基礎

的な技

能及び

これに

関する

知識 

(1) 学科 

ア 事務一般 

イ ＯＡ機器 

ウ コミュニ

ケーション

概論 

エ 応接法 

オ 安全衛生 

(2) 実技 

ア 事務処理

基本実習 

イ ＯＡ機器

操作基本実

習 

ウ 応接実習 

エ コミュニ

ケーション

実習 

オ 安全衛生

作業法 

200 

 

 

 

 

 

 

 

230 

      
ＯＡ機

器の操

作及び

ＯＡ事

務にお

ける技

能及び

これに

関する

知識 

２ 専攻 

(1) 学科 

ア 文書実務 

イ 簿記及び

会計 

ウ ＯＡ機器

操作法 

エ プレゼン

テーション

概論 

(2) 実技 

ア 簿記及び

 

210 

 

 

 

 

 

 

 

 

320 
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（略） 

 

別表第２（第27条の２関係） 

 (1) 管理監督者コースの短期課程の普通職業訓練 

 （略） 

 (2) 短期課程の普通職業訓練（前号に係るものを除く｡) 

訓 練 科 訓練の

対象と

なる技

能及び

これに

関する

知識の

範囲 

教   科 訓練期間

及び訓練

時間（単位

は時間と

する。） 

設   備 

種 別 名 称 

（略） 

溶接科 （略） （略） （略） （略） （略） 

ビジネススタッ

フ科（ＯＡ事務

科） 

  訓練期間 

１年 

訓練時間 

 総時間 

1,400 

建物そ

の他の

工作物 

教室 

実習場 

機械 事務用

機器類 

情報処

理用機

器類 
  
その他 器具及

び用具

会計実習 

イ ＯＡ機器

操作実習 

ウ プレゼン

テーション

実習 
       
（略） 

 

別表第２（第27条の２関係） 

 (1) 管理監督者コースの短期課程の普通職業訓練 

 （略） 

 (2) 短期課程の普通職業訓練（前号に係るものを除く｡) 

訓 練 科 訓練の

対象と

なる技

能及び

これに

関する

知識の

範囲 

教   科 訓練期間

及び訓練

時間（単位

は時間と

する。） 

設   備 

種 別 名 称 

（略） 

溶接科 （略） （略） （略） （略） （略） 
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類 

計測器

類 

教材類 
     
事務及

びＯＡ

機器の

操作に

おける

技能及

びこれ

に関す

る知識 

１ 学科 

(1) 事務一般 

(2) 文書実務 

(3) 簿記及び会

計 

(4) ＯＡ機器 

(5) ＯＡ機器操

作法 

(6) 安全衛生 

２ 実技 

(1) 事務処理基

本実習 

(2) 簿記及び会

計実習 

(3) ＯＡ機器操

作実習 

(4) 応接実習 

(5) コミュニケ

ーション実習 

(6) プレゼンテ

ーション実習 

(7) 安全衛生作

業法 

200 

 

 

 

 

 

 

 

 

300 

  

 

別記 

第１号様式（第６条関係） 

入校願書 

 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別記 

第１号様式（第６条関係） 

入校願書 

 （略） 
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（略） 

※ 取扱公共職業

安定所 

  公共職業

安定所 

担 当 者 氏 名  

受講あつせん区分（見込）  

新潟県収入証紙貼付欄 

 注 １・２ （略） 

   ３ 写真は、願書提出日前６月以内に撮影した無帽、正面、上三分身、無

背景の縦4.5センチメートル、横3.5センチメートルで、その裏面に氏名

及び撮影年月日を記載したものを貼り付けてください。 

 

第２号様式（第６条、第29条関係） 

入校申込書 

 （略） 

（略） 

 第 ２ 希 望 

（希望のある場合のみ記入） 

 

 

職 歴 

（最近のものから順に記入） 

 

 

 

 

（略） 

 受講あつせん区分（見込） 受講指示・受講推薦・支援指示 

その他（優先枠、訓練手当等）  

 注 １ （略） 

 

 

   ２ 写真は、申込書提出日前６月以内に撮影した無帽、正面、上三分身、

無背景の縦4.5センチメートル、横3.5センチメートルで、その裏面に氏

名及び撮影年月日を記載したものを貼り付けてください。 

（略） 

取扱公共職業安定

所名 

※ 

公共職業安定所 

新潟県収入証紙はり付け欄 

 注 １・２ （略） 

   ３ 写真は、願書提出日前６月以内に撮影した無帽、正面、上三分身、無

背景の縦4.5センチメートル、横3.5センチメートルで、その裏面に氏名

及び撮影年月日を記載したものをはり付けてください。 

 

第２号様式（第６条、第29条関係） 

入校申込書 

 （略） 

（略） 

 第 ２ 希 望 

 

 

 

職 歴 

 

 

 

 

 

（略） 

 そ の 他  

 注 １ （略） 

   ２ 第２希望の欄は、第２希望のある場合のみ記載してください。 

   ３ 職歴の欄は、最近のものから順に記載してください。 

   ４ 写真は、申込書提出日前６月以内に撮影した無帽、正面、上三分身、

無背景の縦4.5センチメートル、横3.5センチメートルで、その裏面に氏

名及び撮影年月日を記載したものをはり付けてください。 
  

第２条 新潟県立職業能力開発校規則の一部を次のように改正する。 

別記第５号様式を次のように改める。
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第５号様式（第29条、第37条関係）

新潟県立　　　　　テクノスクール校長　様　　

「２　受講者」を選択した場合、所属事業所への連絡　　　可　　・　　不可

                  １　所属事業所　　　　・　　　　２　受講者

　　１　（１～29人）　　　　　２　（30～99人）　　　　　３　（100～299人）
　
　　４　（300～499人）　　　　５　（500～999人）　　　　６　（1,000人以上）

事 業 所 所 在 地

〒

　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号（　　　）　　　－　　

　　　　　　　　　１　所属事業所　　　　・　　　　２　受講者
　　　　　　　　　　（連絡担当者氏名：　　　　　）

事 業 所 の 規 模

当 校 か ら の
連 絡 先

所 属 事 業 所 名

職 務 内 容
受講訓練科に関する
実 務 経 験 年 数

年　

現 住 所

〒

　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号（　　　）　　　－

　　 年　　　月　　　日

（　　　　歳）

生 年 月 日

受 講 料 納 入 者

在　職　者　訓　練　受　講　申　込　書

　　年　　月　　日

訓 練 科                                                                           科

（ ふ り が な ）

氏 名
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附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、平成29年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の第43条の規定は、この規則の施行の日以後における寄宿に係る寄宿料について適用し、同日前の寄宿に係る寄宿料については、なお従前の例による。 
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新潟県屋外広告物条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

平成29年３月28日 

新潟県知事  米 山  隆 一 

新潟県規則第20号 

新潟県屋外広告物条例施行規則の一部を改正する規則 

新潟県屋外広告物条例施行規則（平成８年新潟県規則第２号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中項の表示に下線が引かれた項を削り、同表の改正後の欄中条の表示に下線が引かれた条

（以下「追加条」という｡)を加える。 

次の表の改正後の欄中下線が引かれた部分（条の表示及び追加条を除く｡)を加える。 

改 正 後 改 正 前 
  
（更新の許可申請等） 

第11条 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（点検） 

第14条の２ 条例第18条の２第１項ただし書の規則

で定める簡易な広告物等は、簡易広告物等とする。 

２ 条例第18条の２第２項の規則で定める広告物等

は、第16条第２項に規定する広告物等であって条

例の規定による許可に係るものとする。 

３ 条例第18条の２第２項の規則で定める者は、第

16条第３項各号に掲げる者とする。 

 

第２号様式（第３条、第７条、第12条関係） 

広告物等表示（設置）完了届 

 （略） 

 下記のとおり広告物等の表示（設置）が完了し

たので、新潟県屋外広告物条例施行規則第３条の

規定により、当該広告物等のカラー写真を添えて

届け出ます。 

 なお、表示（設置）を完了した広告物等は、許

可申請書の添付書類のとおりであり、本体、接合

部、支持部分等の劣化及び損傷はありません。 

 （略） 

 （更新の許可申請等） 

第11条 （略） 

２ 前項第２号の広告物等点検書（第16条第２項に

規定する広告物等に係るものに限る｡)を作成する

場合は、屋外広告物法第10条第２項第３号イに規

定する登録試験機関が広告物等の表示又は設置に

関し必要な知識について行う試験に合格した者又

は第16条第３項各号に掲げる者の点検を受けなけ

ればならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２号様式（第３条、第７条、第12条関係） 

広告物等表示（設置）完了届 

 （略） 

 下記のとおり広告物等の表示（設置）が完了し

たので、新潟県屋外広告物条例施行規則第３条の

規定により、当該広告物等のカラー写真を添えて

届け出ます。 

 

 

 

 （略） 
  
附 則 

 この規則は、平成29年４月１日から施行する。 

 



号 外 ２ 新  潟  県  報 平成29年３月28日(火) 

69 

新潟県建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。 

平成29年３月28日 

新潟県知事  米 山  隆 一 

新潟県規則第21号 

新潟県建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律施行細則の一部を改正する規則 

新潟県建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律施行細則（平成28年新潟県規則第16号）の一部を次の

ように改正する。 

次の表の改正前の欄中条、項、号及び号の細目の表示に下線が引かれた条、項、号及び号の細目（以下「移動

条等」という｡)に対応する同表の改正後の欄中条、項、号及び号の細目の表示に下線が引かれた条、項、号及び

号の細目（以下「移動後条等」という｡)が存在する場合には当該移動条等を当該移動後条等とし、移動条等に対

応する移動後条等が存在しない場合には当該移動条等（以下「削除条等」という｡)を削り、移動後条等に対応す

る移動条等が存在しない場合には当該移動後条等（以下「追加条等」という｡)を加える。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（条、号及び号の細目の表示並びに削除条等を除く。以下「改正部

分」という｡)に対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分（条及び項の表示並びに追加条等を除く。以下

「改正後部分」という｡)が存在する場合には当該改正部分を当該改正後部分に改め、改正部分に対応する改正後

部分が存在しない場合には当該改正部分を削り、改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には当該改正

後部分を加える。 

改 正 後 改 正 前 
  
第１条 （略） 

 

（軽微な変更に関する証明書の交付） 

第２条 建築主又は国等の機関の長は、省令第11条

に規定する計画の変更が省令第３条（省令第７条

第２項において読み替えて準用する場合を含む｡)

の軽微な変更に該当していることを証する書面（以

下「軽微変更該当証明書」という｡)の交付を求め

る場合にあっては、別に定める様式による申請書

の正本及び副本に、それぞれ省令第１条第１項に

規定する図書のうち当該変更に係るものを添えて、

知事に申請をしなければならない。 

２ 知事は、省令第３条（省令第７条第２項におい

て読み替えて準用する場合を含む｡)の軽微な変更

に該当すると認めるときは、別に定める様式によ

る軽微変更該当証明書に前項に規定する申請書の

副本及びその添付図書を添えて、前項の申請をし

た建築主又は国等の機関の長に交付する。 

３ 前２項の規定は、認定建築主が省令第29条に規

定する計画の変更が省令第26条の軽微な変更に該

当していることを証する書面の交付を求める場合

に準用する。この場合において、第１項中「第１

条第１項」とあるのは「第23条第１項」と、前項

中「第３条（省令第７条第２項において読み替え

て準用する場合を含む｡)」とあるのは「第26条」

と読み替えるものとする。 

 

（所管行政庁が必要と認める図書） 

第３条 省令第12条第１項の所管行政庁が必要と認

める図書は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、

それぞれ当該各号に定める書類とする。 

 (1) 届出に係る一戸建ての住宅について、住宅の

第１条 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（所管行政庁が必要と認める図書） 

第２条 省令第１条第１項の所管行政庁が必要と認

める図書は、次に掲げるものとする。 

 

(1) 次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次に
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品質確保の促進等に関する法律（平成11年法律

第81号。以下「品確法」という｡)第６条第１項

に規定する住宅性能評価を行った場合 同項に

規定する設計住宅性能評価書（一戸建ての住宅

について日本住宅性能表示基準（平成13年８月

国土交通省告示第1346号）に規定する断熱等性

能等級が等級４に適合し、かつ、１次エネルギ

ー消費量等級が等級４又は等級５に適合するも

のに限る｡)の写し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (2) 登録建築物エネルギー消費性能判定機関又は

建築物のエネルギー消費性能の評価についてこ

れと同等以上の能力を有する機関が、申請に係

る建築物エネルギー消費性能確保計画が建築物

エネルギー消費性能基準と同等以上の計画であ

る旨の認証を行った場合 建築物のエネルギー

消費性能の表示に関する指針（平成28年３月国

土交通省告示第489号）に規定する第三者認証に

よる評価書（建築物全体を評価しているもので

あって、建築物エネルギー消費性能基準に適合

しているものに限る｡)の写し 

 

 

２ 省令第23条第１項の所管行政庁が必要と認める

図書は、次に掲げるものとする。 

 

(1) 次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次に

定める書類 

定める書類 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 次のいずれかに該当する機関が申請に係る

建築物エネルギー消費性能向上計画が法第30

条第１項各号（第２号を除く｡)に掲げる基準

に適合するかどうかの審査を行った場合 当

該基準に適合することを証する書類 

(ｱ) エネルギーの使用の合理化等に関する法

律（昭和54年法律第49号）第76条第１項に

規定する登録建築物調査機関（以下「登録

建築物調査機関」という｡) 

(ｲ) 住宅の品質確保の促進等に関する法律（平

成11年法律第81号。以下「品確法」という｡)

第５条第１項に規定する登録住宅性能評価

機関（以下「登録住宅性能評価機関」とい

う｡) 

イ 申請に係る建築物の住宅部分について、品

確法第５条第１項に規定する住宅性能評価

（以下「住宅性能評価」という｡)を行った場

合 品確法第６条第１項に規定する設計住宅

性能評価書（住宅性能評価に係る部分につい

て日本住宅性能表示基準（平成13年８月国土

交通省告示第1346号）に規定する断熱等性能

等級が等級４に適合し、かつ、１次エネルギ

ー消費量等級が等級５に適合するものに限

る｡)の写し 

(2) 法第30条第２項（法第31条第２項において準

用する場合を含む｡)の規定による申出を行う場

合において、建築基準法（昭和25年法律第201

号）第６条の３第１項に規定する構造計算適合

性判定を要する建築物に係る建築物エネルギー

消費性能向上計画について法第30条第１項（法

第31条第２項において準用する場合を含む｡)の

規定による認定の申請をする場合にあっては、

建築基準法第18条の２第１項の規定による知事

の委任を受けた者が当該計画について同法第６

条の３第１項に規定する特定構造計算基準又は

特定増改築構造計算基準に適合することを証す

る書類 

２ 省令第７条第１項の所管行政庁が必要と認める

図書は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、そ

れぞれ当該各号に定める書類とする。 

(1) 次のいずれかに該当する機関が申請に係る建

築物が法第２条第３号に規定する建築物エネル
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ア 次のいずれかに該当する機関が申請に係る

建築物エネルギー消費性能向上計画が法第30

条第１項各号（第２号を除く｡)に掲げる基準

に適合するかどうかの審査を行った場合 当

該基準に適合することを証する書類 

(ｱ) 法第15条第１項に規定する登録建築物エ

ネルギー消費性能判定機関（以下「登録建

築物エネルギー消費性能判定機関」とい

う｡) 

(ｲ) 品確法第５条第１項に規定する登録住宅

性能評価機関（以下「登録住宅性能評価機

関」という｡) 

イ 申請に係る建築物の住宅部分について、品

確法第５条第１項に規定する住宅性能評価

（以下「住宅性能評価」という｡)を行った場

合 品確法第６条第１項に規定する設計住宅

性能評価書（住宅性能評価に係る部分につい

て日本住宅性能表示基準に規定する断熱等性

能等級が等級４に適合し、かつ、１次エネル

ギー消費量等級が等級５に適合するものに限

る｡)の写し 

(2) 法第30条第２項（法第31条第２項において準

用する場合を含む｡)の規定による申出を行う場

合において、建築基準法（昭和25年法律第201

号）第６条の３第１項に規定する構造計算適合

性判定を要する建築物に係る建築物エネルギー

消費性能向上計画について法第30条第１項（法

第31条第２項において準用する場合を含む｡)の

規定による認定の申請をする場合にあっては、

建築基準法第18条の２第１項の規定による知事

の委任を受けた者が当該計画について同法第６

条の３第１項に規定する特定構造計算基準又は

特定増改築構造計算基準に適合することを証す

る書類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 省令第30条第１項の所管行政庁が必要と認める

ギー消費性能基準に適合するかどうかの審査を

行った場合 当該基準に適合することを証する

書類 

ア 登録建築物調査機関 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 登録住宅性能評価機関 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 法第30条第１項の規定による建築物エネルギ

ー消費性能向上計画の認定を受けた場合 省令

第３条第２項に規定する通知書の写し及び建築

基準法第７条第５項、第７条の２第５項又は第

18条第18項に規定する検査済証（以下「検査済

証」という｡)の写し 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 都市の低炭素化の促進に関する法律（平成24

年法律第84号）第54条第１項の規定による低炭

素建築物新築等計画の認定を受けた場合 都市

の低炭素化の促進に関する法律施行規則（平成

24年国土交通省令第86号）第43条第２項に規定

する通知書の写し及び検査済証の写し 

(4) 申請に係る建築物の住宅部分について、住宅

性能評価を行った場合 品確法第６条第３項に

規定する建設住宅性能評価書（住宅性能評価に

係る部分について日本住宅性能表示基準に規定

する断熱等性能等級が等級４に適合し、かつ、

１次エネルギー消費量等級が等級４又は等級５

に適合するものに限る｡)の写し 
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図書は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、そ

れぞれ当該各号に定める書類とする。 

(1) 次のいずれかに該当する機関が申請に係る建

築物が法第２条第３号に規定する建築物エネル

ギー消費性能基準に適合するかどうかの審査を

行った場合 当該基準に適合することを証する

書類 

ア 登録建築物エネルギー消費性能判定機関 

イ 登録住宅性能評価機関 

(2) 法第12条第６項の規定による適合判定通知書

の交付を受けた場合 当該適合判定通知書の写

し及び建築基準法第７条第５項、第７条の２第

５項又は第18条第18項に規定する検査済証（以

下「検査済証」という｡)の写し 

(3) 法第30条第１項の規定による建築物エネルギ

ー消費性能向上計画の認定を受けた場合 省令

第25条第２項に規定する通知書の写し及び検査

済証の写し 

(4) 都市の低炭素化の促進に関する法律（平成24

年法律第84号）第54条第１項の規定による低炭

素建築物新築等計画の認定を受けた場合 都市

の低炭素化の促進に関する法律施行規則（平成

24年国土交通省令第86号）第43条第２項に規定

する通知書の写し及び検査済証の写し 

(5) 申請に係る建築物の住宅部分について、住宅

性能評価を行った場合 品確法第６条第３項に

規定する建設住宅性能評価書（住宅性能評価に

係る部分について日本住宅性能表示基準に規定

する断熱等性能等級が等級４に適合し、かつ、

１次エネルギー消費量等級が等級４又は等級５

に適合するものに限る｡)の写し 

 

第４条 （略） 

 

第５条 （略）  

 

別記 

第１号様式（第４条関係） 

認定建築物エネルギー消費性能向上計画に基づ

く建築物の新築等の工事完了報告書 

 （略） 

下記のとおり認定建築物エネルギー消費性能向

上計画に基づくエネルギー消費性能の向上のため

の建築物の新築等の工事が完了したので、新潟県

建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律

施行細則第４条第１項の規定により報告します。 

 （略） 

 

第２号様式（第４条関係） 

  認定建築物エネルギー消費性能向上計画に従っ

て建築物の新築等の工事が行われた旨の確認書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３条 （略） 

 

第４条 （略） 

 

別記 

第１号様式（第３条関係） 

認定建築物エネルギー消費性能向上計画に基づ

く建築物の新築等の工事完了報告書 

 （略） 

下記のとおり認定建築物エネルギー消費性能向

上計画に基づくエネルギー消費性能の向上のため

の建築物の新築等の工事が完了したので、新潟県

建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律

施行細則第３条第１項の規定により報告します。 

 （略） 

 

第２号様式（第３条関係） 

  認定建築物エネルギー消費性能向上計画に従っ

て建築物の新築等の工事が行われた旨の確認書 
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 （略）  （略） 
  

附 則 

この規則は、平成29年４月１日から施行する。 

 

新潟県建築基準法施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。 

平成29年３月28日 

新潟県知事  米 山  隆 一 

新潟県規則第22号 

新潟県建築基準法施行細則の一部を改正する規則 

新潟県建築基準法施行細則（昭和35年新潟県規則第82号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正後の欄中条の表示に下線が引かれた条（以下「移動後条」という｡)に対応する同表の改正前の欄

中条の表示に下線が引かれた条（以下「移動条」という｡)が存在する場合には当該移動条を当該移動後条とし、

移動後条に対応する移動条が存在しない場合には当該移動後条を加える。 

改 正 後 改 正 前 

第９条 （略） 

 

 （完了検査申請書に添えるべき図書） 

第９条の２ 建築物のエネルギー消費性能の向上に

関する法律施行規則（平成28年国土交通省令第５

号）第３条に規定する軽微な変更のうち別に定め

るものを行つた場合にあつては、同令第11条に規

定する軽微な変更に該当していることを証する書

面又はその写し並びに当該書面の交付に要した図

書及び書類を完了検査申請書に添えなければなら

ない。 

２ 建築主事は、申請者に対し、前項に規定するも

ののほか、完了検査に当たつて必要と認める図書

の提出を求めることができる。 

３ 前２項の規定は、法第18条第16項の規定による

工事完了通知の場合に準用する。この場合におい

て、第１項中「第３条」とあるのは「第７条第２

項において読み替えて準用する同令第３条」と読

み替えるものとする。 

 

第９条の３ （略） 

第９条 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第９条の２ （略） 

附 則 

 この規則は、平成29年４月１日から施行する。 

 



平成29年３月28日(火) 新  潟  県  報 号 外 ２ 

74 

新潟県収入証紙条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

平成29年３月28日 

新潟県知事  米 山  隆 一 

新潟県規則第23号 

新潟県収入証紙条例施行規則の一部を改正する規則 

新潟県収入証紙条例施行規則（昭和57年新潟県規則第21号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正後の欄中別表の号の表示に下線が引かれた別表の号を加える。 

改 正 後 改 正 前 

別表（第２条関係） 

(1)～(460)の７ （略） 

(460)の７の２ 建築物エネルギー消費性能適合

性判定手数料 

(460)の７の３ 計画変更に係る建築物エネルギ

ー消費性能適合性判定手数料 

(460)の７の４ 軽微変更該当証明書交付手数料 

(460)の８～(585) （略） 

別表（第２条関係） 

(1)～(460)の７ （略） 

 

 

 

 

 

(460)の８～(585) （略） 
  

附 則 

この規則は、平成29年４月１日から施行する。 

 

告   示 

◎新潟県告示第368号 

新潟県工業技術総合研究所機械器具貸付料規則（昭和48年新潟県規則第17号）第４条の規定により、当該機械

器具に要する費用の額等を考慮して別に定める額（平成26年３月新潟県告示第506号）の一部を次のように改正し、

平成29年４月１日から実施する。 

平成29年３月28日 

新潟県知事  米 山  隆 一 

次の表の改正後の欄の表中太線で囲まれた部分を加える。 

改 正 後 改 正 前 

   

機  械  器  具 貸付料の

額（１時

間 に つ

き） 

（略） 

(148) ３Ｄスキャニングシステム （略） 

(149) マイクロフォーカスＸ線Ｃ

Ｔ装置 

4,910円 

（略） 
 
  

 

機  械  器  具 貸付料の

額（１時

間 に つ

き） 

（略） 

(148) ３Ｄスキャニングシステム （略） 

  

（略） 
 
  

 

 

企業局管理規程 
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新潟県企業局管理規程第３号 

新潟県企業局企業職員勤務規程の一部を改正する規程を次のように定める。 

平成29年３月28日 

新潟県企業管理者  小 林  康 昌 

新潟県企業局企業職員勤務規程の一部を改正する規程 

新潟県企業局企業職員勤務規程（平成７年新潟県企業局管理規程第７号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中条、項及び号の表示に下線が引かれた条、項及び号（以下「移動条等」という｡)に対応

する同表の改正後の欄中条、項及び号の表示に下線が引かれた条、項及び号（以下「移動後条等」という｡)が存

在する場合には当該移動条等を当該移動後条等とし、移動後条等に対応する移動条等が存在しない場合には当該

移動後条等（以下「追加条等」という。）を加える。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（条、項及び号の表示を除く。以下「改正部分」という｡)に対応す

る同表の改正後の欄中下線が引かれた部分（条、項及び号の表示並びに追加条等を除く。以下「改正後部分」と

いう｡)が存在する場合には当該改正部分を当該改正後部分に改め、改正後部分に対応する改正部分が存在しない

場合には当該改正後部分を加える。 

改 正 後 改 正 前 

（育児を行う職員の深夜勤務の制限） 

第10条の２ 企業局長は、小学校就学の始期に達す

るまでの子（民法（明治29年法律第89号）第817

条の２第１項の規定により職員が当該職員との間

における同項に規定する特別養子縁組の成立につ

いて家庭裁判所に請求した者（当該請求に係る家

事審判事件が裁判所に係属している場合に限る｡)

であって、当該職員が現に監護するもの、児童福

祉法（昭和22年法律第164号）第27条第１項第３

号の規定により同法第６条の４に規定する養子縁

組里親である職員に委託されている児童及び同法

第６条の４に規定する養育里親である職員（児童

の親その他の同法第27条第４項に規定する者の意

に反するため、同項の規定により、同法第６条の

４に規定する里親であって養子縁組によって養親

となることを希望している者として当該児童を委

託することができない職員に限る｡)に同法第27条

第１項第３号の規定により委託されている当該児

童（以下「特別養子縁組の成立前の監護対象者等」

という｡)を含む。第18条第１項第３号を除き、以

下同じ｡)のある職員（職員の配偶者で当該子の親

であるものが、深夜（午後10時から翌日の午前５

時までの間をいう。以下この条において同じ｡)に

おいて常態として当該子を保育することができる

ものとして、次の各号に規定する者のいずれにも

該当する場合における当該職員を除く｡)が、当該

子を養育するために請求した場合には、公務の正

常な運営を妨げる場合を除き、深夜における勤務

をさせてはならない。 

(1)～(3) （略） 

２・３ （略） 

４ 深夜勤務の制限の請求がされた後深夜勤務制限

開始日とされた日の前日までに、次の各号のいず

れかの事由が生じた場合には、当該請求はされな

かったものとみなす。 

（育児を行う職員の深夜勤務の制限） 

第10条の２ 企業局長は、小学校就学の始期に達す

るまでの子のある職員（職員の配偶者で当該子の

親であるものが、深夜（午後10時から翌日の午前

５時までの間をいう。以下この条において同じ｡)

において常態として当該子を保育することができ

るものとして、次の各号に規定する者のいずれに

も該当する場合における当該職員を除く｡)が、当

該子を養育するために請求した場合には、公務の

正常な運営を妨げる場合を除き、深夜における勤

務をさせてはならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1)～(3) （略） 

２・３ （略） 

４ 深夜勤務の制限の請求がされた後深夜勤務制限

開始日とされた日の前日までに、次の各号のいず

れかの事由が生じた場合には、当該請求はされな

かったものとみなす。 
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(1)～(4) （略） 

(5) 当該請求に係る特別養子縁組の成立前の監護

対象者等が民法第817条の２第１項の規定によ

る請求に係る家事審判事件が終了したこと（特

別養子縁組の成立の審判が確定した場合を除

く｡)又は養子縁組が成立しないまま児童福祉法

第27条第１項第３号の規定による措置が解除さ

れたことにより当該特別養子縁組の成立前の監

護対象者等でなくなった場合 

(6) 第１号、第２号又は前号に掲げる場合のほか、

当該請求をした職員が第１項に規定する職員に

該当しなくなった場合 

５・６ （略） 

 

 （育児を行う職員の時間外勤務の制限） 

第10条の３ 企業局長は、小学校就学の始期に達す

るまでの子のある職員が、当該子を養育するため

に請求した場合には、当該請求をした職員の業務

を処理するための措置を講ずることが著しく困難

である場合を除き、１月において24時間、１年に

ついて150時間を超えて第10条第４項に規定する

勤務（災害その他避けることのできない事由に基

づく臨時の勤務を除く｡)をさせてはならない。 

２～５ （略） 

６ 時間外勤務の制限の請求がされた後時間外勤務

制限開始日の前日までに、次の各号のいずれかの

事由が生じた場合には、当該請求はされなかった

ものとみなす。 

(1)～(3) （略） 

(4) 当該請求に係る特別養子縁組の成立前の監護

対象者等が民法第817条の２第１項の規定によ

る請求に係る家事審判事件が終了したこと（特

別養子縁組の成立の審判が確定した場合を除

く｡)又は養子縁組が成立しないまま児童福祉法

第27条第１項第３号の規定による措置が解除さ

れたことにより当該特別養子縁組の成立前の監

護対象者等でなくなった場合 

(5) 第１号、第２号又は前号に掲げる場合のほか、

当該請求をした職員が第１項又は第９項に規定

する職員に該当しなくなった場合   

７～９ （略） 

 

（介護を行う職員の深夜勤務及び時間外勤務の制

限） 

第10条の４ 前２条（第10条の２第１項、第４項第

４号から第６号まで、第10条の３第６項第４号及

び第５号を除く｡)の規定は、第18条第１項に規定

する日常生活を営むのに支障がある者を介護する

職員について準用する。この場合において、第10

条の２第１項中「小学校就学の始期に達するまで

(1)～(4) （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５・６ （略） 

 

 （育児を行う職員の時間外勤務の制限） 

第10条の３ 企業局長は、小学校就学の始期に達す

るまでの子のある職員が、当該子を養育するため

に請求した場合には、当該請求をした職員の業務

を処理するための措置を講ずることが著しく困難

である場合を除き、１月において24時間、１年に

ついて150時間を超えて第10条第２項に規定する勤

務（災害その他避けることのできない事由に基づ

く臨時の勤務を除く｡)をさせてはならない。 

２～５ （略） 

６ 時間外勤務の制限の請求がされた後時間外勤務

制限開始日の前日までに、次の各号のいずれかの

事由が生じた場合には、当該請求はされなかった

ものとみなす。 

(1)～(3) （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７～９ （略） 

 

（介護を行う職員の深夜勤務及び時間外勤務の制

限） 

第10条の４ 前２条（第10条の２第１項及び第４項

第４号を除く。)の規定は、第18条第１項に規定す

る日常生活を営むのに支障がある者（以下この条

において「要介護者」という｡)を介護する職員に

ついて準用する。この場合において、第10条の２

第４項第１号中「子」とあるのは「要介護者」と、



号 外 ２ 新  潟  県  報 平成29年３月28日(火) 

77 

の子（民法（明治29年法律第89号）第817条の２

第１項の規定により職員が当該職員との間におけ

る同項に規定する特別養子縁組の成立について家

庭裁判所に請求した者（当該請求に係る家事審判

事件が裁判所に係属している場合に限る｡)であっ

て、当該職員が現に監護するもの、児童福祉法（昭

和22年法律第164号）第27条第１項第３号の規定

により同法第６条の４に規定する養子縁組里親で

ある職員に委託されている児童及び同法第６条の

４に規定する養育里親である職員（児童の親その

他の同法第27条第４項に規定する者の意に反する

ため、同項の規定により、同法第６条の４に規定

する里親であって養子縁組によって養親となるこ

とを希望している者として当該児童を委託するこ

とができない職員に限る｡)に同法第27条第１項第

３号の規定により委託されている当該児童（以下

「特別養子縁組の成立前の監護対象者等」とい

う｡)を含む。以下同じ｡)のある職員（職員の配偶

者で当該子の親であるものが、深夜（午後10時か

ら翌日の午前５時までの間をいう。以下この条に

おいて同じ｡)において常態として当該子を保育す

ることができるものとして、次の各号に規定する

者のいずれにも該当する場合における当該職員を

除く｡)が、当該子を養育」とあり、前条第１項中

「小学校就学の始期に達するまでの子のある職員

が、当該子を養育」とあり、及び同条第９項中「３

歳に満たない子のある職員が、当該子を養育」と

あるのは､｢第18条第１項に規定する日常生活を営

むのに支障がある者（以下「要介護者」という｡)

のある職員が、当該要介護者を介護」と、第10条

の２第１項中「深夜における」とあるのは「深夜

（午後10時から翌日の午前５時までの間をいう｡)

における」と、同条第４項第１号中「子」とある

のは「要介護者」と、同項第２号中「子が離縁又

は養子縁組の取消により当該請求をした職員の子

でなくなった」とあるのは「要介護者と当該請求

をした職員との親族関係が消滅した」と、同項第

３号中「子」とあるのは「要介護者（第18条第１

項第５号に掲げる者に限る｡）」と、前条第３項中

「又は第９項に規定する措置（以下「業務を処理

するための措置」という｡)を講ずることが著しく

困難であるかどうか」とあるのは、「に規定する

措置（以下「業務を処理するための措置」という｡)

を講ずることが著しく困難であるかどうか又は第

９項に規定する公務の正常な運営の支障の有無」

と、同条第６項第１号中「子」とあるのは「要介

護者」と、同項第２号中「子が離縁又は養子縁組

の取消により当該請求をした職員の子でなくなっ

た」とあるのは「要介護者と当該請求をした職員

との親族関係が消滅した」と、同項第３号中「子」

同項第２号中「子が離縁又は養子縁組の取消によ

り当該請求をした職員の子でなくなった」とある

のは「要介護者と当該請求をした職員との親族関

係が消滅した」と、同項第３号中「子」とあるの

は「要介護者」と、前条第２項中「ならない。こ

の場合において、前項及び第９項の規定による請

求に係る期間とが重複しないようにしなければな

らない」とあるのは「ならない」と、同条第３項

中「第１項又は第９項」とあるのは「第１項」と、

同条第６項第１号中「子」とあるのは「要介護者」

と、同項第２号中「子が離縁又は養子縁組の取消

により当該請求をした職員の子でなくなった」と

あるのは「要介護者と当該請求をした職員との親

族関係が消滅した」と、同項第３号中「子」とあ

るのは「要介護者」と読み替えるものとする。 
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とあるのは「要介護者（第18条第１項第５号に掲

げる者に限る。）」と読み替えるものとする。 

 

（休暇の種類） 

第14条 職員の休暇は、年次有給休暇、病気休暇、

特別休暇、介護休暇、介護時間及び組合休暇とす

る。 

 

（特別休暇) 

第17条 特別休暇は、職員が次の各号に掲げる事由

により勤務しないことが相当である場合における

休暇とし、その期間は、当該各号に定める期間と

する。 

(1)～(6) （略） 

(7) 職員（企業局長が定める職員を除く｡)が生後

満１年６月に達しない生児（特別養子縁組の成

立前の監護対象者等を含む。以下同じ｡)を育て

る場合 １日２回を超えず、かつ、合計90分を

超えない範囲内の時間（職員（生後満１年に達

しない生児を育てる場合は男性職員）がこの号

の休暇を取得しようとする日において、配偶者

（当該生児について民法第817条の２第１項の

規定により特別養子縁組の成立について家庭裁

判所に請求した者（当該請求に係る家事審判事

件が裁判所に係属している場合に限る｡)であっ

て当該生児を現に監護するもの又は児童福祉法

第27条第１項第３号の規定により当該生児を委

託されている同法第６条の４に規定する養子縁

組里親若しくは同条に規定する養育里親である

者（同法第27条第４項に規定する者の意に反す

るため、同項の規定により、養子縁組によって

養親となることを希望している者として委託す

ることができない者に限る｡)を含む｡)がこの号

の休暇又は労働基準法第67条の規定による育児

時間を取得する場合における当該職員にあって

は、企業局長が別に定める時間） 

(8)・(9) （略） 

(10) 職員が次に掲げる看護又は介助を行う場合 

一の年において７日（中学校就学の始期に達す

るまでの子（配偶者の子及び届出をしないが職

員と事実上婚姻関係と同様の事情にある者の子

を含む｡)が２人以上の場合にあっては、10日）

を超えない範囲内で必要と認められる時間又は

期間 

ア 負傷し、又は疾病にかかった次に掲げる者

の看護を行う場合で、他に看護を行う者がい

ないときにおける当該看護 

(ｱ) （略） 

(ｲ) 子及びその他の１親等の親族 

(ｳ) （略） 

 

 

 

（休暇の種類） 

第14条 職員の休暇は、年次有給休暇、病気休暇、

特別休暇、介護休暇及び組合休暇とする。 

 

 

（特別休暇) 

第17条 特別休暇は、職員が次の各号に掲げる事由

により勤務しないことが相当である場合における

休暇とし、その期間は、当該各号に定める期間と

する。 

(1)～(6) （略） 

(7) 職員（企業局長が定める職員を除く｡)が生後

満１年６月に達しない生児を育てる場合 １日

２回を超えず、かつ、合計90分を超えない範囲

内の時間（職員（生後満１年に達しない生児を

育てる場合は男性職員）がこの号の休暇を取得

しようとする日において、配偶者がこの号の休

暇又は労働基準法第67条の規定による育児時間

を取得する場合における当該職員にあっては、

企業局長が別に定める時間） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(8)・(9) （略） 

(10) 職員が次に掲げる看護又は介助を行う場合 

一の年において７（中学校就学の始期に達する

までの子（配偶者の子及び届出をしないが職員

と事実上婚姻関係と同様の事情にある者の子を

含む｡)が２人以上の場合にあっては、10日）日

を超えない範囲内で必要と認められる時間又は

期間 

ア 負傷し、又は疾病にかかった次に掲げる者

の看護を行う場合で、他に看護を行う者がい

ないときにおける当該看護 

(ｱ) （略） 

(ｲ) １親等の親族 

(ｳ) （略） 
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(ｴ) ２親等の親族 

(ｵ) （略） 

イ （略） 

(11)～(22) （略） 

２・３ （略） 

 

（介護休暇） 

第18条 介護休暇は、職員が要介護者（次の各号に

掲げる者で負傷、疾病又は老齢により２週間以上

の期間にわたり日常生活を営むのに支障があるも

のをいう。以下同じ｡)の介護をするため、企業局

長が、職員の申出に基づき、要介護者の各々が当

該介護を必要とする一の継続する状態ごとに、３

回を超えず、かつ、通算して６月を超えない範囲

内で指定する期間（以下「指定期間」という｡)内

において勤務しないことが相当であると認められ

る場合における休暇とする。 

(1)～(3) （略） 

(4) ２親等の親族 

(5) （略）  

２ 介護休暇の期間は、指定期間内において必要と

認められる期間とする。 

 

 

３ 第１項の規定による職員の申出は、同項に規定

する指定期間の指定を希望する期間の初日及び末

日を明らかにして、企業局長に対し行わなければ

ならない。 

 

（介護時間） 

第18条の２ 介護時間は、職員が要介護者の介護を

するため、要介護者の各々が当該介護を必要とす

る一の継続する状態ごとに、連続する３年の期間

（当該要介護者に係る指定期間と重複する期間を

除く｡)内において１日の勤務時間の一部につき勤

務しないことが相当であると認められる場合にお

ける休暇とする。 

２ 介護時間の時間は、前項に規定する期間内にお

いて１日につき２時間を超えない範囲内で必要と

認められる時間とする。 

 

（病気休暇、特別休暇、介護休暇、介護時間及び

組合休暇の承認） 

第20条 病気休暇、特別休暇（第17条第１項第６号

の休暇を除く｡)、介護休暇、介護時間及び組合休

暇については、企業局長の承認を受けなければな

らない。 

 

別表第２（第17条関係） 

 （略） 

(ｴ) ２親等の親族で職員と同居しているもの 

(ｵ) （略） 

イ （略） 

(11)～(22) （略） 

２・３ （略） 

 

（介護休暇） 

第18条 介護休暇は、職員が次の各号に掲げる者で

負傷、疾病又は老齢により２週間以上の期間にわ

たり日常生活を営むのに支障があるものの介護を

するため、勤務しないことが相当であると認めら

れる場合における休暇とする。 

 

 

 

 

 

(1)～(3) （略） 

(4) ２親等の親族で職員と同居しているもの 

(5) （略）  

２ 介護休暇の期間は、前項に規定する者の各々が

同項に規定する介護を必要とする一の継続する状

態ごとに連続する６月の期間内において必要と認

められる期間とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（病気休暇、特別休暇、介護休暇及び組合休暇の

承認） 

第20条 病気休暇、特別休暇（第17条第１項第６号

の休暇を除く｡)、介護休暇及び組合休暇について

は、企業局長の承認を受けなければならない。 

 

 

別表第２（第17条関係） 

 （略） 
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備考 

 １ （略） 

 ２ 子は、第10条の２第１項において子に含まれ

るものとされる者を含む。 

 ３ （略） 

 ４ （略） 

備考 

 １ （略） 

  

 

 ２ （略） 

 ３ （略） 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この規程は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この規程による改正前の新潟県企業局企業職員勤務規程第20条の規定により介護休暇の承認を受けた職員で

あって、この規程の施行の日（以下「施行日」という｡)において当該介護休暇の初日（以下この項において単

に「初日」という｡)から起算して６月を経過していないものの当該介護休暇に係るこの規程による改正後の新

潟県企業局企業職員勤務規程第18条第１項に規定する指定期間については、企業局長は、初日から当該職員の

申出に基づく施行日以後の日（初日から起算して６月を経過する日までの日に限る｡)までの期間を指定するも

のとする。 

３ 施行日から平成29年３月31日までの間は、この規程による改正後の新潟県企業局企業職員勤務規程第10条の

２第１項中「に規定する養子縁組里親である職員に委託されている児童」とあるのは､｢第１項に規定する里親

である職員に委託されている児童のうち、当該職員が養子縁組によって養親となることを希望している者」と

し、改正後の第17条第１項第７号中「に規定する養子縁組里親」とあるのは､｢第１項に規定する里親であって

養子縁組によって養親となることを希望している者」とする。 

 

人事委員会規則 
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職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

平成29年３月28日 

新潟県人事委員会 

  委員長  鶴 巻  克 恕 

新潟県人事委員会規則第６－1797号 

職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則の一部を改正する規則 

第１条 職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則（規則第６－45号）の一部を次のように改正する。  

 次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分を同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。 

改 正 後 改 正 前 

別表第１ 

行政職給料表級別資格基準表 

（略） 

 備考 

  １ 試験欄の「正規の試験」の区分に掲げる「大

学卒業程度」は、職員採用試験（大学卒業程

度）及びこれに相当する正規の試験を示し、

「短大卒業程度」は、職員採用試験（短大卒

業程度）及びこれに相当する正規の試験を示

し、「高校卒業程度」は、職員採用試験（高

校卒業程度）及び市町村立義務教育諸学校事

務職員採用試験並びにこれらに相当する正規

の試験を示す。 

  ２ （略） 

（略） 

別表第１ 

行政職給料表級別資格基準表 

（略） 

 備考 

  １ 試験欄の「正規の試験」の区分に掲げる「大

学卒業程度」は、職員採用試験（大学卒業程

度）及びこれに相当する正規の試験を示し、

「短大卒業程度」は、職員採用試験（短大卒

業程度）及びこれに相当する正規の試験を示

し、「高校卒業程度」は、職員採用試験（高

校卒業程度）及び市町村立小中養護学校事務

職員採用試験並びにこれらに相当する正規の

試験を示す。 

  ２ （略） 

（略） 

第２条 職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則の一部を次のように改正する。  

 次の表の改正前の欄の表中太線で囲まれた部分を削り、次の表の改正後の欄の表中太線で囲まれた部分を加  

える。 

改 正 後 改 正 前 

別表第19 

休職期間等調整換算表 

事  由 

引き続いて勤務 

しない期間につ 

いての換算率 

（略） 

公益的法人等派遣条例第２条 

第１項の規定による派遣 

 以下 

 

一般職員勤務時間条例第16条 

及び市町村立学校職員勤務時 

間条例第15条に定める場合 

 以下 

（略） 

一般職員給与条例第38条第２ 

項及び市町村立学校職員給与 

条例第40条第２項の休職並び 

に勤務時間規則第14条第２号 

に定める場合 

 以下 

（略） 
 

別表第19 

休職期間等調整換算表 

事  由 

引き続いて勤務 

しない期間につ 

いての換算率 

（略） 

公益的法人等派遣条例第２条 

第１項の規定による派遣 

 以下 

 

（略） 

一般職員給与条例第38条第２ 

項及び市町村立学校職員給与 

条例第40条第２項の休職並び 

に勤務時間規則第14条第２号 

に定める場合 

 以下 

一般職員勤務時間条例第16条 

及び市町村立学校職員勤務時 

間条例第15条に定める場合 

 以下 

 

（略） 
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附 則 

（施行期日） 

１ この規則中第１条の規定は公布の日から、第２条の規定は平成29年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則別表第19の規定は、この規則の施行の日以後の一般職員

勤務時間条例第16条及び市町村立学校職員勤務時間条例第15条に定める場合の期間について適用し、この規則

の施行の日前の同期間については、なお従前の例による。 

 

 備考 （略）  備考 （略） 
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期末手当及び勤勉手当に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

平成29年３月28日 

新潟県人事委員会 

  委員長  鶴 巻  克 恕 

新潟県人事委員会規則第６－1798号 

期末手当及び勤勉手当に関する規則の一部を改正する規則 

第１条 期末手当及び勤勉手当に関する規則（規則第６－224号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正後の欄中号の表示に下線が引かれた号（以下この条において「移動後号」という｡)に対応する

同表の改正前の欄中号の表示に下線が引かれた号（以下この条において「移動号」という｡)が存在する場合に

は当該移動号を当該移動後号とし、移動後号に対応する移動号が存在しない場合には当該移動後号（以下この

条において「追加号」という｡)を加える。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（号の表示を除く。以下この条において「改正部分」という｡)に

対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分（号の表示及び追加号を除く。以下この条において「改正後

部分」という｡)が存在する場合には当該改正部分を当該改正後部分に改め、改正部分に対応する改正後部分が

存在しない場合には当該改正部分を削る。 

改 正 後 改 正 前 

（勤勉手当に係る勤務期間） 

第12条 （略） 

２ 前項の期間の算定については、次の各号に掲げ

る期間を除算する。 

(1)～(7)  （略） 

(8) 一般職員勤務時間条例第16条の２又は市町村

立学校職員勤務時間条例第15条の２の規定によ

る介護時間の承認を受けて勤務しなかつた期間

が30日を超える場合には、その勤務しなかつた

全期間 

(9) 育児休業法第19条第１項の規定による部分休

業の承認を受けて勤務しなかつた期間が30日を

超える場合には、その勤務しなかつた全期間 

 

(10)  （略） 

(11)  （略） 

（勤勉手当に係る勤務期間） 

第12条 （略） 

２ 前項の期間の算定については、次の各号に掲げ

る期間を除算する。 

(1)～(7)  （略） 

 

 

 

 

 

(8) 育児休業法第19条第１項の規定による部分休

業の承認を受けて１日の勤務時間の一部につい

て勤務しなかつた日が90日を超える場合には、

その勤務しなかつた期間 

(9) （略） 

(10)  （略） 

第２条 期末手当及び勤勉手当に関する規則の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分を削る。 

改 正 後 改 正 前 

別記様式第１（第７条の４関係） 

期末手当及び勤勉手当支給一時差止処分書 

（略） 

審査請求及び処分の取消しの訴えに関する教示 

１ 審査請求について 

  この処分について不服がある場合は、この処

分があつたことを知つた日の翌日から起算して

３箇月以内（以下「不服申立期間」といいます｡)

に、知事に対して審査請求をすることができま

す。 

  ただし、不服申立期間が経過する前に、この

処分があつた日の翌日から起算して１年を経過

した場合は、審査請求をすることができなくな

ります。 

  なお、正当な理由があるときは、不服申立期 

別記様式第１（第７条の４関係） 

期末手当及び勤勉手当支給一時差止処分書 

（略） 

審査請求及び処分の取消しの訴えに関する教示 

１ 審査請求について 

  この処分について不服がある場合は、この処

分があつたことを知つた日の翌日から起算して

３箇月以内（以下「不服申立期間」といいます｡)

に、知事（新潟市長）に対して審査請求をする

ことができます。 

  ただし、不服申立期間が経過する前に、この

処分があつた日の翌日から起算して１年を経過

した場合は、審査請求をすることができなくな

ります。 

  なお、正当な理由があるときは、不服申立期 
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間やこの処分があつた日の翌日から起算して１

年を経過した後であつても審査請求をすること

が認められる場合があります。 

２ 処分の取消しの訴えについて 

(1) この処分については、上記１の審査請求の

ほか、この処分があつたことを知つた日の翌

日から起算して６箇月以内に、新潟県を被告

として（訴訟においては   が被告の代表

者となります｡)､処分の取消しの訴えを提起

することができます。 

(2)・(3)  （略） 

備考 （略） 

間やこの処分があつた日の翌日から起算して１

年を経過した後であつても審査請求をすること

が認められる場合があります。 

２ 処分の取消しの訴えについて 

(1) この処分については、上記１の審査請求の

ほか、この処分があつたことを知つた日の翌

日から起算して６箇月以内に、新潟県（新潟

市）を被告として（訴訟においては 

 が被告の代表者となります｡)､処分の取消し

の訴えを提起することができます。 

(2)・(3)  （略） 

備考 （略） 

附 則 

 この規則中第１条の規定は公布の日から、第２条の規定は平成29年４月１日から施行する。 
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職員の勤務時間及び休暇等に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

平成29年３月28日 

新潟県人事委員会 

  委員長  鶴 巻  克 恕 

新潟県人事委員会規則第８－92号 

職員の勤務時間及び休暇等に関する規則の一部を改正する規則 

職員の勤務時間及び休暇等に関する規則（規則第８－55号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正後の欄中条及び号の表示に下線が引かれた条及び号（以下「追加条等」という｡)を加える。 

次の表の改正後の欄中項の表示に下線が引かれた項（以下「移動後項」という｡)に対応する同表の改正前の欄

中項の表示に下線が引かれた項（以下「移動項」という｡)が存在する場合には当該移動項を当該移動後項とし、

移動後項に対応する移動項が存在しない場合には当該移動後項（以下「追加項」という｡)を加える。 

次の表の改正後の欄中下線が引かれた部分（項の表示、追加条等並びに追加項を除く。以下「改正後部分」と

いう｡)に対応する同表の改正前の欄中下線が引かれた部分（項の表示を除く。以下「改正部分」という｡)が存在

する場合には当該改正部分を当該改正後部分に改め、改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には当該

改正後部分を加える。 

改 正 後 改 正 前 

  （育児を行う職員の深夜勤務の制限） 

第８条の２ 一般職員勤務時間条例第９条の２第１

項及び市町村立学校職員勤務時間条例第８条の２

第１項のその他これらに準ずる者として人事委員

会規則で定める者は、児童福祉法（昭和22年法律

第164号）第６条の４に規定する養育里親である職

員（児童の親その他の同法第27条第４項に規定す

る者の意に反するため、同項の規定により、同法

第６条の４に規定する里親であって養子縁組によ

って養親となることを希望している者として当該

児童を委託することができない職員に限る｡)に同

法第27条第１項第３号の規定により委託されてい

る当該児童とする。 

２  一般職員勤務時間条例第９条の２第１項及び

市町村立学校職員勤務時間条例第８条の２第１項

のその他人事委員会規則で定める者は、次の各号

のいずれにも該当する者とする。 

(1) （略） 

(2) 負傷、疾病又は身体上若しくは精神上の障害

により請求に係る子（一般職員勤務時間条例第

９条の２第１項及び市町村立学校職員勤務時間

条例第８条の２第１項において子に含まれるも

のとされる者（以下「特別養子縁組の成立前の

監護対象者等」という｡)を含む。第16条第１項

第１号を除き、以下同じ｡)を保育することが困

難な状態にある者でないこと。 

(3) （略） 

３ （略） 

４ （略） 

５ 深夜勤務の制限の請求がされた後深夜勤務制限

開始日とされた日の前日までに、次の各号のいず

れかの事由が生じた場合には、当該請求はされな

かったものとみなす。 

(1)～(3) （略） 

（育児を行う職員の深夜勤務の制限） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第８条の２ 一般職員勤務時間条例第９条の２第１

項及び市町村立学校職員勤務時間条例第８条の２

第１項の人事委員会規則で定める者は、次の各号

のいずれにも該当する者とする。 

(1) （略） 

(2) 負傷、疾病又は身体上若しくは精神上の障害

により請求に係る子を保育することが困難な状

態にある者でないこと。 

 

 

 

 

 

(3) （略） 

２ （略） 

３ （略） 

４ 深夜勤務の制限の請求がされた後深夜勤務制限

開始日とされた日の前日までに、次の各号のいず

れかの事由が生じた場合には、当該請求はされな

かったものとみなす。 

(1)～(3) （略） 
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(4) 当該請求をした職員の配偶者で当該請求に係

る子の親であるものが、深夜において常態とし

て当該子を保育することができるものとして第

２項に規定する者に該当することとなった場合 

(5) 当該請求に係る特別養子縁組の成立前の監護

対象者等が民法（明治29年法律第89号）第817

条の２第１項の規定による請求に係る家事審判

事件が終了したこと（特別養子縁組の成立の審

判が確定した場合を除く｡)又は養子縁組が成立

しないまま児童福祉法第27条第１項第３号の規

定による措置が解除されたことにより当該特別

養子縁組の成立前の監護対象者等でなくなった

場合 

(6) 第１号、第２号又は前号に掲げる場合のほか、

当該請求をした職員が一般職員勤務時間条例第

９条の２第１項又は市町村立学校職員勤務時間

条例第８条の２第１項に規定する職員に該当し

なくなった場合 

６ （略） 

７ （略） 

 

（育児を行う職員の時間外勤務の制限） 

第８条の３ 一般職員勤務時間条例第９条の２第２

項若しくは第３項又は市町村立学校職員勤務時間

条例第８条の２第２項若しくは第３項の規定によ

る請求（以下「時間外勤務の制限の請求」という｡)

は、当該請求に係る一の期間（１年又は１年に満

たない月を単位とする期間に限る。以下「時間外

勤務制限期間」という｡)について、その初日（以

下「時間外勤務制限開始日」という｡)及び末日（以

下「時間外勤務制限終了日」という｡)とする日を

明らかにして、時間外勤務制限開始日の前日まで

に行わなければならない。この場合において、一

般職員勤務時間条例第９の２第２項又は市町村立

学校職員勤務時間条例第８条の２第２項の規定に

よる請求に係る期間と一般職員勤務時間条例第９

条の２第３項又は市町村立学校職員勤務時間条例

第８条の２第３項の規定による請求に係る期間と

が重複しないようにしなければならない。 

２ 任命権者又は市町村教育委員会は、時間外勤務

の制限の請求があった場合においては、一般職員

勤務時間条例第９条の２第２項若しくは第３項又

は市町村立学校職員勤務時間条例第８条の２第２

項若しくは第３項に規定する措置（以下「業務を

処理するための措置」という｡)を講ずることが著

しく困難であるかどうかについて、速やかに当該

請求をした職員に対し通知しなければならない。 

３・４ （略） 

５ 時間外勤務の制限の請求がされた後時間外勤務

制限開始日の前日までに、次の各号のいずれかの

事由が生じた場合には、当該請求はされなかった

(4) 当該請求をした職員の配偶者で当該請求に係

る子の親であるものが、深夜において常態とし

て当該子を保育することができるものとして第

１項に規定する者に該当することとなった場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ （略） 

６ （略） 

 

（育児を行う職員の時間外勤務の制限） 

第８条の３ 一般職員勤務時間条例第９条の２第２

項若しくは第４項又は市町村立学校職員勤務時間

条例第８条の２第２項若しくは第４項の規定によ

る請求（以下「時間外勤務の制限の請求」という｡)

は、当該請求に係る一の期間（１年又は１年に満

たない月を単位とする期間に限る。以下「時間外

勤務制限期間」という｡)について、その初日（以

下「時間外勤務制限開始日」という｡)及び末日（以

下「時間外勤務制限終了日」という｡)とする日を

明らかにして、時間外勤務制限開始日の前日まで

に行わなければならない。この場合において、一

般職員勤務時間条例第９の２第２項又は市町村立

学校職員勤務時間条例第８条の２第２項の規定に

よる請求に係る期間と一般職員勤務時間条例第９

条の２第４項又は市町村立学校職員勤務時間条例

第８条の２第４項の規定による請求に係る期間と

が重複しないようにしなければならない。 

２ 任命権者又は市町村教育委員会は、時間外勤務

の制限の請求があった場合においては、一般職員

勤務時間条例第９条の２第２項若しくは第４項又

は市町村立学校職員勤務時間条例第８条の２第２

項若しくは第４項に規定する措置（以下「業務を

処理するための措置」という｡)を講ずることが著

しく困難であるかどうかについて、速やかに当該

請求をした職員に対し通知しなければならない。 

３・４ （略） 

５ 時間外勤務の制限の請求がされた後時間外勤務

制限開始日の前日までに、次の各号のいずれかの

事由が生じた場合には、当該請求はされなかった
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ものとみなす。 

(1)～(3) （略） 

(4) 当該請求に係る特別養子縁組の成立前の監護

対象者等が民法第817条の２第１項の規定によ

る請求に係る家事審判事件が終了したこと（特

別養子縁組の成立の審判が確定した場合を除

く｡)又は養子縁組が成立しないまま児童福祉法

第27条第１項第３号の規定による措置が解除さ

れたことにより当該特別養子縁組の成立前の監

護対象者等でなくなった場合 

(5) 第１号、第２号又は前号に掲げる場合のほか、

当該請求をした職員が一般職員勤務時間条例第

９条の２第２項若しくは第３項又は市町村立学

校職員勤務時間条例第８条の２第２項若しくは

第３項に規定する職員に該当しなくなった場合 

６・７ （略） 

 

（介護を行う職員の深夜勤務及び時間外勤務の制

限） 

第８条の４ 前２条（第８条の２第１項、第２項、

第５項第４号から第６号まで、第８条の３第５項

第４号及び第５号を除く｡)の規定は、要介護者を

介護する職員の勤務の制限について準用する。こ

の場合において、第８条の２第５項第１号中「子」

とあるのは「要介護者」と、同項第２号中「子が

離縁又は養子縁組の取消により当該請求をした職

員の子でなくなった」とあるのは「要介護者と当

該請求をした職員との親族関係が消滅した」と、

同項第３号中「子」とあるのは「要介護者（第16

条第１項第３号に掲げる者に限る｡)」と、前条第

２項中「第３項又は市町村立学校職員勤務時間条

例第８条の２第２項若しくは第３項に規定する措

置（以下「業務を処理するための措置」という｡)

を講ずることが著しく困難であるかどうか」とあ

るのは､｢市町村立学校職員勤務時間条例第８条の

２第２項に規定する措置（以下「業務を処理する

ための措置」という｡)を講ずることが著しく困難

であるかどうか又は一般職員勤務時間条例第９条

の２第３項若しくは市町村立学校職員勤務時間条

例第８条の２第３項に規定する公務の正常な運営

の支障の有無」と、同条第５項第１号中「子」と

あるのは「要介護者」と、同項第２号中「子が離

縁又は養子縁組の取消により当該請求をした職員

の子でなくなった」とあるのは「要介護者と当該

請求をした職員との親族関係が消滅した」と、同

項第３号中「子」とあるのは「要介護者（第16条

第１項第３号に掲げる者に限る｡)」と読み替える

ものとする。 

 

（特別休暇） 

第15条 一般職員勤務時間条例第15条及び市町村立

ものとみなす。 

(1)～(3) （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６・７ （略） 

 

（介護を行う職員の深夜勤務及び時間外勤務の制

限） 

第８条の４ 前２条（第８条の２第１項及び第４項

第４号を除く｡)の規定は、要介護者を介護する職

員の勤務の制限について準用する。この場合にお

いて、第８条の２第４項第１号中「子」とあるの

は「要介護者」と、同項第２号中「子が離縁又は

養子縁組の取消により当該請求をした職員の子で

なくなった」とあるのは「要介護者と当該請求を

した職員との親族関係が消滅した」と、同項第３

号中「子」とあるのは「要介護者」と、前条第１

項中「第９条の２第２項若しくは第４項」とある

のは「第９条の２第２項」と､｢第８条の２第２項

若しくは第４項」とあるのは「第８条の２第２項」

と､｢ならない。この場合において、一般職員勤務

時間条例第９条の２第２項又は市町村立学校職員

勤務時間条例第８条の２第２項の規定による請求

に係る期間と一般職員勤務時間条例第９条の２第

４項又は市町村立学校職員勤務時間条例第８条の

２第４項の規定による請求に係る期間とが重複し

ないようにしなければならない」とあるのは「な

らない」と、同条第２項中「第９条の２第２項若

しくは第４項」とあるのは「第９条の２第２項」

と､｢第８条の２第２項若しくは第４項」とあるの

は「第８条の２第２項」と、同条第５項第１号中

「子」とあるのは「要介護者」と、同項第２号中

「子が離縁又は養子縁組の取消により当該請求を

した職員の子でなくなった」とあるのは「要介護

者と当該請求をした職員との親族関係が消滅した」

と、同項第３号中「子」とあるのは「要介護者」

と読み替えるものとする。 

 

（特別休暇） 

第15条 一般職員勤務時間条例第15条及び市町村立
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学校職員勤務時間条例第14条の人事委員会規則で

定める場合は、次の各号に掲げる場合とし、その

期間は、当該各号に定める期間とする。 

(1)～(6) （略） 

(7) 職員（委員会が定める職員を除く｡)が生後満

１年６月に達しない生児（特別養子縁組の成立

前の監護対象者等を含む。以下同じ｡)を育てる

場合  １日２回を超えず、かつ、合計90分を超

えない範囲内の時間（職員（生後満１年に達し

ない生児を育てる場合は男性職員）がこの号の

休暇を取得しようとする日において、配偶者（当

該生児について民法第817条の２第１項の規定に

より特別養子縁組の成立について家庭裁判所に

請求した者（当該請求に係る家事審判事件が裁

判所に係属している場合に限る｡)であって当該

生児を現に監護するもの又は児童福祉法第27条

第１項第３号の規定により当該生児を委託され

ている同法第６条の４に規定する養子縁組里親

若しくは同条に規定する養育里親である者（同

法第27条第４項に規定する者の意に反するため、

同項の規定により、養子縁組によって養親とな

ることを希望している者として委託することが

できない者に限る｡)を含む｡)がこの号の休暇又

は労働基準法第67条の規定による育児時間を取

得する場合における当該職員にあっては、委員

会が別に定める時間） 

(8)・(9) （略） 

(10) （略） 

  ア （略） 

   (ｱ) （略）  

   (ｲ) 子及びその他の１親等の親族 

   (ｳ) （略） 

   (ｴ) ２親等の親族 

 

   (ｵ) （略） 

  イ （略） 

(11)～(22) （略） 

２～５ （略） 

 

（介護休暇） 

第16条 一般職員勤務時間条例第16条第１項及び市

町村立学校職員勤務時間条例第15条第１項の人事

委員会規則で定める者は次に掲げる者とする。 

(1) （略） 

(2) ２親等の親族 

(3) （略） 

２ （略） 

３ 一般職員勤務時間条例第16条第１項及び市町村

立学校職員勤務時間条例第15条第１項の人事委員

会規則で定める職員の申出は、一般職員勤務時間

条例第16条第１項及び市町村立学校職員勤務時間

学校職員勤務時間条例第14条の人事委員会規則で

定める場合は、次の各号に掲げる場合とし、その

期間は、当該各号に定める期間とする。 

(1)～(6) （略） 

(7) 職員（委員会が定める職員を除く｡)が生後満

１年６月に達しない生児を育てる場合  １日２

回を超えず、かつ、合計90分を超えない範囲内

の時間（職員（生後満１年に達しない生児を育

てる場合は男性職員）がこの号の休暇を取得し

ようとする日において、配偶者がこの号の休暇

又は労働基準法第67条の規定による育児時間を

取得する場合における当該職員にあっては、委

員会が別に定める時間） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(8)・(9) （略） 

(10) （略） 

  ア  （略） 

   (ｱ) （略）  

   (ｲ) １親等の親族 

   (ｳ) （略） 

   (ｴ) ２親等の親族で職員と同居しているも

の 

   (ｵ) （略） 

  イ （略） 

(11)～(22) （略） 

２～５ （略） 

 

（介護休暇） 

第16条 一般職員勤務時間条例第16条第１項及び市

町村立学校職員勤務時間条例第15条第１項の人事

委員会規則で定める者は次に掲げる者とする。 

(1) （略） 

(2) ２親等の親族で職員と同居しているもの 

(3) （略） 

２ （略） 
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条例第15条第１項に規定する指定期間（以下「指

定期間」という｡)の指定を希望する期間の初日及

び末日を明らかにして、任命権者又は市町村教育

委員会に対し行わなければならない。 

４ （略） 

５ １時間を単位とする介護休暇は、１日を通じて

４時間（当該介護休暇と要介護者を異にする介護

時間の承認を受けて勤務しない時間がある日につ

いては、当該４時間から当該介護時間の承認を受

けて勤務しない時間を減じた時間）の範囲内とす

る。 

 

（介護時間） 

第16条の２ 介護時間の単位は、30分とする。 

２ 介護時間は、育児休業法第19条の規定による部

分休業の承認を受けて勤務しない時間がある日に

ついては、２時間から当該部分休業の承認を受け

て勤務しない時間を減じた時間の範囲内とする。 

 

（介護休暇及び介護時間の承認） 

第20条 任命権者又は市町村教育委員会は、介護休

暇の請求について、一般職員勤務時間条例第16条

第１項若しくは市町村立学校職員勤務時間条例第

15条第１項に定める場合又は一般職員勤務時間条

例第16条の２第１項若しくは市町村立学校職員勤

務時間条例第15条の２第１項に定める場合に該当

すると認めるときは、当該請求に係る期間のうち

公務の運営に支障がある日又は時間を除き、これ

を速やかに承認しなければならない。ただし、一

般職員勤務時間条例第16条第１項又は市町村立学

校職員勤務時間条例第15条第１項の規定により介

護休暇の請求があった場合において、当該請求に

係る期間のうち当該請求があった日から起算して

１週間を経過する日（以下この項において「１週

間経過日」という｡)後の期間については、１週間

経過日までに承認することができる。 

 

（休暇の手続） 

第22条 職員は、年次有給休暇を請求し、又は病気

休暇、特別休暇、介護休暇、介護時間及び組合休

暇の承認を受けようとするときは、次項及び第３

項に定めるほか、任命権者又は市町村教育委員会

の定める手続によらなければならない。 

２ 介護休暇又は介護時間の承認を受けようとする

職員は、あらかじめ任命権者又は市町村教育委員

会に請求しなければならない。 

３  前項の介護休暇の承認を受けようとする場合に

おいて、一回の指定期間について初めて介護休暇

の承認を受けようとするときは、２週間以上の期

間（当該指定期間が２週間未満である場合その他

の任命権者又は市町村教育委員会が定める場合に

 

 

 

 

３ （略） 

４ １時間を単位とする介護休暇は、１日を通じて

４時間の範囲内とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（介護休暇の承認） 

第20条 任命権者又は市町村教育委員会は、介護休

暇の請求について、一般職員勤務時間条例第16条

第１項又は市町村立学校職員勤務時間条例第15条

第１項に定める場合に該当すると認めるときは、

当該請求に係る期間のうち公務の運営に支障があ

る日又は時間を除き、これを速やかに承認しなけ

ればならない。ただし、当該請求に係る期間のう

ち当該請求があった日から起算して１週間を経過

する日（以下この項において「１週間経過日」と

いう｡)後の期間については、１週間経過日までに

承認することができる。 

 

 

 

 

 

 

（休暇の手続） 

第22条 職員は、年次有給休暇を請求し、又は病気

休暇、特別休暇、介護休暇及び組合休暇の承認を

受けようとするときは、次項及び第３項に定める

ほか、任命権者又は市町村教育委員会の定める手

続によらなければならない。 

２ 介護休暇の承認を受けようとする職員は、あら

かじめ任命権者又は市町村教育委員会に請求しな

ければならない。 

３  前項の場合において、一般職員勤務時間条例第

16条第２項及び市町村立学校職員勤務時間条例第

15条第２項に規定する介護を必要とする一の継続

する状態について初めて介護休暇の承認を受けよ

うとするときは、２週間以上の期間について一括
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は、任命権者又は市町村教育委員会が定める期間）

について一括して請求しなければならない。 

 

別表第２（第15条関係） 

 （略） 

備考 

 １ （略） 

 ２ 子は、一般職員勤務時間条例第９条の２第１

項及び市町村立学校職員勤務時間条例第８条の

２第１項において子に含まれるものとされる者

を含む。 

 ３ （略） 

 ４ （略） 

して請求しなければならない。 

 

 

別表第２（第15条関係） 

 （略） 

備考 

 １ （略） 

 

 

 

 

 ２ （略） 

 ３ （略） 

  附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ 地方公務員の育児休業等に関する法律及び育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関

する法律の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例（平成29年新潟県条例第３号。以下

「改正条例」という｡)附則第２項における人事委員会規則に定める期間の指定は、同項の規定により申出のあ

った期間が、改正後の第20条の規定により、公務の運営に支障がある日又は時間であるとして介護休暇を承認

できないことが明らかである場合は、当該期間を指定期間として指定しないものとする。 

３ 改正条例附則第３項における人事委員会規則に定める期間の指定は、同項の規定により申出のあった期間が、

改正後の第20条の規定により、公務の運営に支障がある日又は時間であるとして介護休暇を承認できないこと

が明らかである場合は、当該期間を指定期間として指定しないものとする。 

４ 施行日から平成29年３月31日までの間は、改正後の第15条第１項第７号中「に規定する養子縁組里親」とあ

るのは､｢第１項に規定する里親であって養子縁組によって養親となることを希望している者」とする。 

 

職員の育児休業等に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

平成29年３月28日 

新潟県人事委員会 

  委員長  鶴 巻  克 恕 

新潟県人事委員会規則第14－11号 

職員の育児休業等に関する規則の一部を改正する規則 

職員の育児休業等に関する規則（規則第14－１号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正部分」という｡)を当該改正部分に対応

する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。 

改 正 後 改 正 前 

  （育児休業等計画の申出） 

第１条の２  育児休業条例第３条第５号又は第11条

第６号に規定する再度の育児休業又は育児短時間

勤務により子を養育するための計画の申出は、育

児休業等計画書により、育児休業等の承認の請求

と同時に行うものとする。 

２ （略） 

（育児休業等計画の申出） 

第１条の２  育児休業条例第３条第４号又は第11条

第５号に規定する再度の育児休業又は育児短時間

勤務により子を養育するための計画の申出は、育

児休業等計画書により、育児休業等の承認の請求

と同時に行うものとする。 

２ （略） 

  附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 
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非常勤職員の育児休業等に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

平成29年３月28日 

新潟県人事委員会 

  委員長  鶴 巻  克 恕 

新潟県人事委員会規則第14－12号 

非常勤職員の育児休業等に関する規則の一部を改正する規則 

非常勤職員の育児休業等に関する規則（規則第14－９号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中号の表示に下線が引かれた号（以下「移動号」という｡)に対応する同表の改正後の欄中

号の表示に下線が引かれた号（以下「移動後号」という｡)が存在する場合には当該移動号を当該移動後号とし、

移動号に対応する移動後号が存在しない場合には当該移動号（以下「削除号」という｡)を削る。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（号の表示及び削除号を除く。以下「改正部分」という｡)に対応す

る同表の改正後の欄中下線が引かれた部分（号の表示を除く。以下「改正後部分」という｡)が存在する場合には

当該改正部分を当該改正後部分に改め、改正部分に対応する改正後部分が存在しない場合には当該改正部分を削

る。 

改 正 後 改 正 前 

  （育児休業をすることができない非常勤職員） 

第２条 育児休業条例第２条第４号イの任期及び勤

務日の日数を考慮して人事委員会規則で定める非

常勤職員は、次に掲げるものとする。 

 

 

 

(1) 養育する子（育児休業法第２条第１項に規定

する子をいう｡)が１歳６か月に達する日までの

間に任期（任期が更新される場合にあっては、

更新後のもの）が満了すること又は引き続き採

用されないことが明らかである非常勤職員 

(2) （略） 

（育児休業をすることができない非常勤職員） 

第２条 育児休業条例第２条第４号イの任期及び勤

務日の日数を考慮して人事委員会規則で定める非

常勤職員は、次に掲げるものとする。 

(1) 養育する子が１歳に達する日（以下「子の１

歳到達日」という｡)を超えて引き続き在職する

ことが見込まれない非常勤職員 

(2) 子の１歳到達日から１年を経過する日までの

間に任期が満了し、当該任期が更新されないこ

と又は引き続き採用されないことが明らかであ

る非常勤職員 

 

(3) （略） 

  附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 
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